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本報告書は、内閣府食品安全委員会事務局の請負業務として、株式会社東レリサーチセン

ターが実施した令和元年度「ダイオキシン類及びヒスタミンの安全性評価等科学的知見の

収集に関する調査」の成果を取りまとめたものです。したがって、本報告書の複製・転載・

引用等には内閣府食品安全委員会事務局の事前の承認手続きが必要です。 
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1 件名 

 ファクトシートのためのダイオキシン類及びヒスタミンの科学的知見の収集に関する

調査 
 
2 調査目的 

 食品安全委員会は、食品安全基本法第 23 条第１項２号の規定及び食品安全基本法第 21
条第 1 項に規定する基本的事項第１の１の(6)において、自らの判断により食品健康影響

評価（以下「自ら評価」という。）を行うこととされており、リスク管理機関からの要請

がない場合でも、国民への影響が大きいと考えられるもの等について、自ら評価を行っ

ている。案件の選定に当たっては、毎年度広く国民から提案を受け付けており、自ら評

価の候補とならなかった案件のうち、情報提供することが重要であるとされた物質等に

ついて、各国の食品安全機関・国際機関等が保有する情報及び国内外のリスク評価の状

況等をとりまとめ、ファクトシートを作成して国民に向けて食品安全委員会ホームペー

ジ等で情報提供を行っている。 
 平成 30 年度の「自ら評価」の案件候補として検討した結果、ダイオキシン類及びヒス

タミンについて、情報収集及び情報提供を行うこととされた。 
 そのため、本調査ではダイオキシン類及びヒスタミンについて最新の情報を収集する

ことを目的とするとともに、よりわかりやすく情報提供するためのファクトシート案を

作成することを目的とする。特にダイオキシン類については、基本的知見、海外での評

価や管理の状況及び国内での状況を中心に情報収集することとし、ヒスタミンについて

は、ヒスタミンが産生されるメカニズムに着目し、具体的なリスク管理に資するような

知見・情報の収集に重点を置くこととした。 
 
3. 調査対象物質等 

 ダイオキシン類及びヒスタミン食中毒に関連するヒスタミン（ヒスチジン、ヒスタミ

ン産生菌及び酵素を含む）とした。 
 
4. 作業内容 

 ファクトシート案の作成のために 
 専門家の選定 
 文献の収集 
 関連データの抽出・整理 
 重要箇所の翻訳 

を実施した。 
 
5. 作業期間 

2019 年 9 月 25 日～2020 年 3 月 31 日 
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6 作業結果 

 以下の作業を実施し、ファクトシート案を作成した。 
 
6.1 専門家の選定 

 専門家は、食品安全委員会事務局殿との協議の上、ダイオキシン類、ヒスタミンそ

れぞれ 2 名が下記の通り選定された。 
ファクトシート案の作成にあたって、調査方針およびファクトシート案の内容につ

いて専門家の意見を確認し実施した。 
 
ダイオキシン類 
徳島大学 教授 有澤孝吉 氏 
福島県立医科大学 教授 福島哲仁 氏 

ヒスタミン 
北海道大学 名誉教授 一色賢司 氏 
水産研究・教育機構 中央水産研究所 福井洋平 氏 

 
6.2 文献の収集 

 国際機関、各国の関連機関のホームページから、ハザード別に検索し、関連文書を

入手した。 
 主な情報の入手元は下記の通りである。 
ダイオキシン類 
国内：厚生労働省, 環境省, 農林水産省 他 
国際機関：世界保健機関(WHO), 国際連合食糧農業機関 (FAO), コーデックス委員

会(Codex), FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議 , 国際がん研究機関

(IARC) 他 
各国機関 ：欧州食品安全機関(EFSA), 米国食品医薬品庁(FDA), 米国環境保護庁

(EPA), 米国毒性物質疾病登録庁(ATSDR) 他 
ヒスタミン 
国内：厚生労働省, 環境省, 農林水産省 他 
国際機関：世界保健機関(WHO), 国際連合食糧農業機関 (FAO), コーデックス委員

会(Codex), FAO/WHO 合同専門家会議 他 
各国機関 ：欧州食品安全機関(EFSA), 米国食品医薬品庁(FDA), 米国環境保護庁

(EPA), 米国疾病管理予防センター(CDC), カナダ保健省(Health Canada), 
オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関(FSANZ) 他 

 ダイオキシン類については、リスク評価機関が実施したハザード評価に関係してい

る原著文献も収集した。 
 ヒスタミンについては、ヒスタミン産生・制御に関する情報や食中毒予防に効果的

な衛生管理方法については、文献データベース検索を行い、文献を収集した。 
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6.3 関連データの抽出・整理 

 6.2 項で収集した文献から、ファクトシート項目に合致する内容を抽出し、整理した。 
 ダイオキシン類については、特に、EFSA Journal 2018;16(11);5333 で示された「国際

機関や国が設定している健康影響評価に基づく指標値（耐容摂取量）に差異が生じて

いる背景」や評価した内容を整理した。 
 ヒスタミンについては、ヒスタミン生成に関与する細菌および酵素に関する情報を

抽出し整理した。 
 
 データの抽出、整理した中で重要と判断された下記の文献の主要な部分について翻

訳を行った。 
 
ダイオキシン類 
 EFSA(2018)：SCIENTIFIC OPINION Risk for animal and human health related to the 

presence of dioxins and dioxin-like PCBs in feed and food. EFSA Journal 
2018;16(11):5333 

 EPA(2012)：EPA's Reanalysis of Key Issues Related to Dioxin Toxicity and Response to 
NAS Comments, Volume 1(EPA/600/R-10/038F)  

 JECFA(2002) ： EVALUATION OF CERTAIN FOOD ADDITIVES AND 
CONTAMINANTS. TRS 909-JECFA 57/121. 

 Ohsako S, Miyabara Y, Nishimura N, Kurosawa S, Sakaue M, Ishimura R, Sato M, 
Takeda K, Aoki Y, Sone H, Tohyama C, Yonemoto J. Maternal exposure to a low dose 
of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin (TCDD) suppressed the development of 
reproductive organs of male rats: dose-dependent increase of mRNA levels of 
5-alpha-reductase type 2 in contrast to decrease of androgen receptor in the pubertal 
ventral prostate. Toxicological Science, 2001, 60(1):132-143. 

 Mocarelli P, Gerthoux PM, Patterson DG Jr, Milani S, Limonta G, Bertona M, Signorini 
S, Tramacere P, Colombo L, Crespi C, Brambilla P, Sarto C, Carreri V, Sampson EJ, 
Turner WE, Needham LL. Dioxin exposure, from infancy through puberty, produces 
endocrine disruption and affects human semen quality. Environ Health Perspect, 2008, 
116(1):70-77. 

 Mocarelli P, Gerthoux PM, Needham LL, Patterson DG, Limonta G, Falbo R, Signorini 
S, Bertona M, Crespi C, Sarto C, Scott PK, Turner WE and Brambilla P. Perinatal 
exposure to low doses of dioxin can permanently impair human semen quality. 
Environmental Health Perspectives, 2011, 119(5):713-718. 

 Mínguez-Alarcón L, Sergeyev O, Burns JS, Williams PL, Lee MM, Korrick SA, 
Smigulina L, Revich B and Hauser R. A longitudinal study of peripubertal serum 
organochlorine concentrations and semen parameters in young men: the Russian 
Children’s Study. Environmental Health Perspectives, 2017, 125(3):460-466. 

 Faqi AS, Dalsenter PR, Merker HJ, Chahoud I. Reproductive toxicity and tissue 
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concentrations of low doses of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin in male offspring of 
rats exposed throughout pregnancy and lactation. Toxicol Appl Pharmacol. 1998 
Jun;150(2):383-392. 

 Baccarelli A, Giacomini SM, Corbetta C, Landi MT, Bonzini M, Consonni D, Grillo P, 
Patterson DG, Pesatori AC, Bertazzi PA. Neonatal thyroid function in Seveso 25 years 
after maternal exposure to dioxin. PLoS Med. 2008 Jul 29;5(7):e161. 

 
ヒスタミン 
 国際連合食糧農業機関 (FAO)/世界保健機関 (WHO)： Joint FAO/WHO Expert 

Meeting on the Public Health Risks of Histamine and other Biogenic Amines from Fish 
and Fishery Products, Joint FAO/WHO Expert Meeting Report；(2013) 

 欧州食品安全機関(EFSA)：Scientific Opinion on risk based control of biogenic amine 
formation in fermented foods, EFSA Journal; 9(10) 2393 (2011) 

 米国食品医薬品庁(FDA)：Fish and Fishery Products Hazards and Controls Guidance 
Fourth Edition , Chapter 7；(2019) 

 
6.4 ファクトシート案作成 

 ファクトシート案は、「概要」「ファクトシート（表）」を作成した。 
 6.3 項において整理した内容を「ファクトシート（表）」にまとめ、この中から、重

要なポイントについて「概要」として記載した。 
 概要には、下記の項目についてまとめた。 
ダイオキシン類 

・ダイオキシン類とは 
・体内動態及び毒性 
・我が国におけるばく露の実態 
・ハザード評価 
・リスク管理 

ヒスタミン 
・ヒスタミンとは 
・科学的知見（ヒトへの健康影響、ばく露実態、食中毒発生状況） 
・諸外国及び我が国における状況（リスク評価機関による毒性評価や耐容摂取

量等、管理措置など） 
・ヒスタミンによる食中毒の予防のために（衛生管理方法、注意喚起等） 

 
 以降に、作成したファクトシート案を添付した。 

 
 



 

 

 

 

 

 

ファクトシート案 ダイオキシン類 
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ファクトシート案 
 

 
ダイオキシン類（概要） 

1. ダイオキシン類とは 

ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベン
ゾフラン（PCDF）、コプラナーポリ塩化ビフェニル（Co-PCB）という化合物の総称で
す (1)。塩素の数や位置の違いで、PCDDは 75種類、PCDFは 135種類、Co-PCBは十
数種類の物質がありますが、このうち毒性があるとされているのは、PCDDで7種、PCDF
で 10種、Co-PCBで 12種です(1,2)。 
ダイオキシン類は、総排出量は減少していますが、ものの燃焼の過程等で自然に生成

する物質（副生成物）です。現在の主な発生源は、廃棄物の燃焼で、製鋼用電気炉等の

産業分野、僅かな比率ではたばこの煙、自動車排出ガス等さまざまです(1)。 
海外において人体に悪影響があるとされていたダイオキシン類が国内のごみ焼却施設

の飛灰等から高濃度で検出されたとの報道が 1983 年に初めてあり、ごみ焼却施設にお
けるダイオキシン類対策に国民の注目が集まりました。海外だけでなく、国内でも、ダ

イオキシン類の脅威が大きな話題となりました(3)。 
国内外でのダイオキシン類の環境汚染に対応するように、国際機関や各国政府が、ダ

イオキシン類の環境中での挙動、食品中の汚染実態、食事経由の摂取量の実態、ヒトの

健康影響（ハザード評価）、生物での影響等の調査研究を実施するとともに、廃棄物の適

正な焼却技術等や汚染土壌の浄化技術、ダイオキシン類の無害化・分解技術、測定分析

に関する技術等の開発が検討されました(3,4)。 
我が国の主な取り組みとしては、1997年から、ごみ処理に係るダイオキシン削減対策

検討会がとりまとめた「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」や大

気汚染防止法、廃棄物処理法の改正によって、焼却施設の煙突等から排出されるダイオ

キシン類の規制やごみ焼却施設の改善等の対策を進めてきました(3)。 
1999年には、「ダイオキシン対策推進基本指針」を策定し、政府一体となってダイオ

キシン類の排出量を大幅に下げる等の各種対策を推進しました①。同年に、ダイオキシ

ン類による環境の汚染の防止及びその除去等のための「ダイオキシン類対策特別措置法」

を制定しました。さらに、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」の改正や発生

源に対する対策等を定めました(3,5,6)。 
これらの対策技術の開発と焼却施設の整備、及び規制の強化を行ったことにより、焼

却設備等の発生源からの排出量をはじめ、国内における近年のダイオキシン類の環境中

の総排出量は、過去に比べて削減が進みました(3,7,8)。また、ヒトの食事経由のダイオ
キシン類の摂取量や血中濃度は減少傾向にあることが確認されています(9)。 

 

                                                  
①  ダイオキシン類対策特別措置法（1999年 7月制定） 
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2. 体内動態及び毒性 

ダイオキシン類は、消化管、皮膚及び肺から体内に吸収され、その吸収の程度は、異

性体の種類、吸収経路及び媒体、動物種により異なります(10,11)。ヒトと実験動物の経
口（消化管吸収）では、50～90%と幅広い吸収率が報告されています(12)。ラットへの
経口投与では、脂肪は消化管から効率的に吸収されるため、油脂に混合されたダイオキ

シン類は、容易に血中に移行するとされています(13)。 
実験動物に経口投与した場合、摂取されたダイオキシン類は血流にのって主に血液、

肝臓、筋、皮膚、脂肪に分布し、特に肝臓及び脂肪に多く蓄積されます(10)。蓄積の程
度は、ヒトは脂肪に多く、モルモットを除く実験動物は肝臓に多いとされています(11)。 
一般的にダイオキシン類は代謝されにくい物質で、主に胆汁を経由して糞中に排泄さ

れます。その排泄速度（半減期）は動物種間、動物-ヒト間で大きな差があります。例え
ば、2,3,7,8-TCDDの体内濃度の半減期は、ラットやハムスターは 12～24日、モルモッ
トは 94日、サルは約 1年 (10)、ヒトは 7.5年（我が国のダイオキシン類の摂取量の算
出に使用）であるとされています(13)。 
ダイオキシン類は胎児にも移行しますが、胎児の体内濃度が母体より高くなることは

ありません。また、ダイオキシン類は母乳中に分泌されるので、乳汁を介して新生児に

移行します。生後 3カ月以内の乳児の 48時間観察の調査では、乳児は母乳摂取で PCB
異性体を 60%以上吸収することが報告されています(14)。 

 
毒性影響としては、発がんの促進、生殖発生毒性、生殖器官の重量や精子数の減少等

を引き起こすことが以下の様に報告されています。 
 
実験動物の毒性試験には、主に最も毒性が強いとされる 2,3,7,8-TCDD が被験物質と
して用いられています。 
急性毒性については、致死毒性は動物の種差が極めて大きく現れます。感受性の最も

高いモルモット（雄）の半数致死量（LD50）は 0.6 μg/kg体重*であるのに対し、最も感
受性が低いとされるハムスター（雌）では>5,000 μg/kg体重*が報告されています(12)。 
遺伝毒性については、2,3,7,8-TCDDの経口ばく露の動物試験でほとんど陰性の結果が
示されていることから、遺伝毒性はないものと総合的に判断されています(15)。 
発がん性については、ラットに 100 ng/kg/日*の 2,3,7,8-TCDDを 2年間の連続経口投

与した試験では、肝細胞がんの発生が確認されています。また、発がんへの関与につい

ては、マウスやラットを用いた発がん二段階モデル試験でプロモーション作用が報告さ

れています(10)。 
生殖毒性については、母動物よりも胎児及び出生後の児動物への影響が強く現れ、妊

娠中及び授乳中の投与により様々な影響が発現することが以下の様に報告されています

(10)。 
500 ng/kg/日*以上の 2,3,7,8-TCDD を母動物に投与すると、ラットに腎形成異常、マ
ウスに口蓋裂や水腎症が引き起こされることが報告されています。また、妊娠 15 日に
母ラットに 2,3,7,8-TCDDを単回投与した場合には、200 ng/kg*以上の投与で雌児動物に
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おける生殖器の形態異常がみられます(10)。 
妊娠ラットに 2,3,7,8-TCDD を投与した場合には、雄児動物における精巣中の精子細
胞数の減少、精巣上体尾部精子数の減少、射精精子数の減少等が報告されています。例

えば、母ラットに交配 2 週間前から離乳まで 2,3,7,8-TCDD を皮下投与したところ、低
用量群（25 ng/kg*を初回投与後、5 ng/kg/週*を投与）以上で精巣中の精子細胞数が用量
依存的に減少し、高用量群では血清中テストステロン濃度の低下、精巣の組織学的変化

等が確認されています(10)。 
ダイオキシン類の毒性は、体内のアリール炭化水素受容体（Arylhydrocarbon receptor, 

Ahレセプター）を介する何らかの遺伝子発現の誘導により、多様な有害性を引き起こす
といわれています。ダイオキシン類と Ah レセプターの親和性は、動物種及び系統によ
って異なり、動物種による毒性に対する感受性の違いの根拠とされています(10)。 

 
ヒトに対する影響については、食事等による通常レベルのばく露では明らかな健康影

響を示す知見は報告されていません(10)。事故等による通常レベルより高いばく露では、
健康影響の報告が以下の様にされています。 
事故の直後に認められた所見は、イタリアのセベソの農薬工場事故による住民へのば

く露、ダイオキシン類が混入した米ぬか油によるばく露等の様に、塩素ざ瘡や皮膚の斑

状の黒ずみ等の皮膚病変が報告されています(10,16)。 
イタリアのセベソの事故後の追跡調査では、生殖機能の障害等の事例が報告されてい

ます。事故の時点で 1～9歳の男児は、約 20年後に精液の質の低下がみられました(17)。
また、同事故の間に妊娠中で血清濃度 19 pg/g脂肪の母親から母乳で育った男児は、後
年（平均年齢 22.5歳）に精液の質が低下しました。これらの結果は、出生後に感受性の
高い期間が存在し、この期間は思春期まで続く可能性があることを示しています(17)。 
また、ダイオキシン類等の汚染地域在住のロシアの 8～9 歳の男児を対象とした追跡
調査では、思春期前後におけるTCDDの血清濃度は2.9 pg/g脂肪、PCDD毒性等量（TEQ②）
は 8.7 pg TEQ/g脂肪でした。思春期前後の血清 TCDD濃度と PCDD TEQは精子の質の
低下と関連することが報告されています(17)。 
イタリア及びロシアの追跡調査では、男児の時に TCDDの高いばく露を受けた父親の

子供の性比は女児に比べて男児の数が少ないことが観察されています(17)。 
 
しかしながら、これらの実験動物やヒトの報告のほとんどが高用量の経口投与や事故

によるばく露によるものです。ダイオキシン類は意図的に作られる物質ではなく、実際

に環境中や食品中に含まれる量はごく微量なので、通常の生活の中で摂取する量では急

性毒性が生じることはありません。また、現在の我が国において、通常の環境の汚染レ

ベルではがんになるリスクはほとんどないと考えられます(1)。 
 
ダイオキシン類の様に蓄積性が高く、半減期に大きな種差がみられる物質は、動物実

験の投与量や摂取量をそのままヒトにあてはめられないという見解もあります(10)。ダ
                                                  
② TEQ（Toxic Equivalent）：毒性等量。毒性が明らかになっている 29種類のダイオキシン類について、
最も毒性が強い 2,3,7,8-TCDDの毒性を１として換算し、足し合わせた値。 
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イオキシン類がヒトに対してどの様な影響を及ぼすのかどうかについては、まだよくわ

かっていないところもあり(1)、ヒトの健康影響に対する研究を引き続き実施していく必
要があります。 
 
*原典記載どおり。 
 

3. 我が国におけるばく露の実態 

ダイオキシン類は、炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が 300～500℃で焼却される
過程で発生する副生成物であり、分析のための標準品の作製等の研究目的で作られる以

外には、意図的に作られることはありません(1,18)。 
ダイオキシン類の現在の主な発生源はごみ焼却による燃焼で(1)、環境省による 2017

年度の調査によれば事業活動に伴う総排出量の約 55%③を占めています(8)。その他に、
製鋼用電気炉、たばこの煙、自動車排出ガス等の様々な発生源があります(19)。ダイオ
キシン類は、主としてものを燃やすところから発生し、処理施設で取りきれなかった部

分が大気中に出ます。また、かつて使用されていた PCB や一部の農薬に不純物として
含まれていたものが底泥等の環境中に蓄積している可能性があるとの研究報告がありま

す。環境中に排出した後の動きの詳細は明らかではありませんが、例えば、大気中の粒

子等に付着したダイオキシン類は、地上に落ちてきて土壌や水を汚染し、また、様々な

経路から長い年月の間に、底泥等環境中に既に蓄積されているものも含めて、プランク

トンや魚介類に食物連鎖を通して取り込まれていくことで、生物にも蓄積されていくと

考えられています(1)。 
環境省では、全国の大気、水質、地下水質及び土壌のダイオキシン類に係る環境調査

を行っています。日本全国の排出総量と大気及び水質中のダイオキシン類濃度の経年変

化は減少傾向にあります（図 1）(7,8)。直近の 2017 年度の調査では、大気、水質、土
壌中の平均濃度はすべて我が国が定める環境基準値を満たしていました。しかしながら、

公共用水域水質・底質の様に、濃度の最大値が環境基準値を超過している地点も確認さ

れており（表 1）、継続してダイオキシン類の濃度を調査しています(7)。 
 

                                                  
③ 環境省「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）」によれば、2017年度の施設設備等
の総排出量 103 g-TEQ/年のうち、廃棄物処理分野の焼却施設の排出量は 57 g-TEQ/年でした(8)。 
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図 1 環境省、日本全国の排出総量と大気及び水質中のダイオキシン類濃度の経年推移 

(7,8) 
 

 
表 1 環境省、2017年度ダイオキシン類に係る環境調査結果(7) 

環境媒体 
（濃度単位） 調査地点数

濃度 

平均値 最小値 最大値 環境 
基準値 

大気 
（pg-TEQ/m3） 629 0.019  0.0033 0.32 0.6 

公共用水域水質
（pg-TEQ/L） 1,442 0.17 0.010 1.7 1 

公共用水域底質
（pg-TEQ/g） 1,205 6.7 0.043 610 150 

地下水質 
（pg-TEQ/L） 498 0.049  0.0071 0.66 1 

土壌 
（pg-TEQ/g） 835 3.4 0 150 1000 
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 農林水産省では、我が国で流通する農畜水産物中に含まれるダイオキシン類濃度の実

態調査を行っています。2018年度は、農産物 5品目、畜産物 3品目、水産物 2品目の調
査が実施され（表 2）、過年度の濃度と比較しています。農産物及び水産物では有意な変
動傾向はなく、畜産物では下降傾向にあると報告しています(20,21,22,23,24,25)。 
 
表 2 農林水産省、2018年度農畜水産物中のダイオキシン類の実態調査(24,25) 

 農畜水産物名 調査年度 試料点数
濃度(pg-TEQ/g湿重量) 

平均値 最小値 最大値 

農
産
物 

ほうれんそう 
2013 19 0.016 0.00077 0.071 

2018 10 0.017 0.0063 0.027 

こまつな 
2013 8 0.0033 0.00013 0.0062 

2018 5 0.0021 0.00044 0.011 

キャベツ 
2013 10 0.0002 0 0.0019 

2018 10 0.00021 0 0.00081 

ねぎ 
2013 9 0.0052 0.00092 0.012 

2018 10 0.013 0.000001 0.11 

ブロッコリー 
2013 4 0.000027 0 0.00011 

2018 10 0.00051 0 0.0025 

畜
産
物 

鶏肉 
2014 20 0.034 0.0022 0.12 

2018 30 0.0067 0.000020 0.039 

鶏卵 
2014 20 0.044 0.00019 0.13 

2018 30 0.037 0.00011 0.49 

牛乳 
2014 20 0.0080 0.000030 0.046 

2018 30 0.0045 0 0.057 

水
産
物 

マサバ 
2014 20 1.1 0.45 1.8 

2018 30 1.3 0.32 3.2 

カンパチ（養殖） 
2014 20 2.4 1.4 3.8 

2018 30 1.3 0.81 1.7 

 
  



7 

環境省は、ヒトのダイオキシン類へのばく露実態を把握するため、一般環境地域の住

民に対して陰膳方式（実際に摂取した内容と同じ食事試料）による食事経由のダイオキ

シン類摂取量と血中ダイオキシン類の濃度を、2002年度より調査しています。食事摂取
量、血中濃度ともに 2002年度に比べて減少傾向にあります（図 2、図 3）(9,26,27,28)。 
 

 

図 2 環境省、食事経由のダイオキシン類摂取量の経年推移(9,26,27,28) 
 

 
図 3 環境省、血液中ダイオキシン類濃度の経年推移(9,26,27,28) 
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厚生労働省では、食品からのダイオキシン類の一日摂取量の調査を行っています。平

成 30年度の調査結果では、0.51 pg-TEQ/kg体重/日（範囲：0.25～1.13 pg-TEQ/kg体重/
日）と推定され、我が国が設定している耐容一日摂取量（TDI）4 pg-TEQ/kg体重/日より
低いものでした。ダイオキシン類の一日摂取量の全国平均年次推移は減少傾向にありま

す（図 4）。(29) 
 

 
図 4 厚労省、ダイオキシン類一日摂取量の全国平均年次推移(29) 
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4. ハザード評価 

4.1. 諸外国のハザード評価 

 世界保健機関（WHO）、FAO/WHO合同食品添加物専門家会議（JECFA）、欧州食品安
全機関（EFSA）、英国食品基準庁（FSA）、米国環境保護庁（EPA）は、ダイオキシン類
のリスク評価を実施し、その中で毒性の評価と耐容摂取量の設定を行っています（表 3）。 

WHOは、1998年にラットの児動物による精子数減少、生殖器官発生異常、免疫抑制、
及びサルによる子宮内膜症や神経行動発達不良に相当する最小毒性量（LOAEL）④ 28～
73 ng/kg（ヒトの推定一日摂取量 14～37 pg/kg体重/日）に不確実係数 10を適用して、
幅のある耐容一日摂取量（TDI）を 1～4 pg-TEQ/kg体重/日と定めています。WHOは、4 
pg-TEQ/kg体重/日を当面の TDIとし、究極的な目標として 1 pg-TEQ/kg体重/日 未満ま
で摂取量を削減するよう勧告しています(30)。 

JECFAは、2002年に耐容摂取量として体内中の長い半減期を理由に、長い耐容月間摂
取量（TMI）を設定しています。ラットによる雄児動物の精子産生の低下や生殖器官発生
異常に基づき、無作用量（NOEL）⑤相当の体内負荷量 22 ng/kg 体重*に不確実係数 3.2
を、最小影響量（LOEL）⑥相当の体内負荷量 28 ng/kg 体重*に不確実係数 9.6 を適用し
て算出した耐容月間摂取量（TMI）の中間値をとり、暫定耐容月間摂取量（PTMI）70 
pg-TEQ/kg体重/月を定めています(12,13)。 

FSAは、2007年に再評価を行い、EFSAや JECFAでは 1週間や 1カ月あたりの耐容
量で勧告しているが、TDIで表現する方が適切でわかりやすいとの理由で TDIを設定して
います。ラットの雄児による１日精子産生低下から LOAEL 25 ng/kg体重*に不確実係数
9.6を適用して 2 pg-TEQ/kg体重/日を設定しています(31)。 

EPAは、2012年にヒトの疫学研究に着目して参照用量（RfD）⑦0.7 pg/kg/日*を定めて
います。経胎盤及び経母乳のばく露による子供の精子の質の低下の症例に基づき LOAEL 
0.020 ng/kg/日* （血清中濃度（脂質補正）から推計）に、LOAEL採用の不確実係数 10
とヒトの個人差 3を適用して RfDを算出しています(32)。 

EFSA は、2001 年にラットの経胎盤または経母乳ばく露による雄児の精子産生低下か
ら耐容週間摂取量（TWI）14 pg-TEQ/kg 体重/週と定めていました。2015 年に欧州委員
会（EC）は、表 3 の様に、EFSA を含め JECFA、EPA 等が設定した健康影響に基づく
耐容摂取量に相違があることを指摘し EFSAに再評価を求めました(33)。 

2018年に EFSAは疫学データに着目し、イタリアのセベソ事故やロシアの汚染地域で

                                                  
④ 最小毒性量(LOAEL: Lowest-Observed-Adverse-Effect Level)：ある物質について何段階かの異なる投
与量を用いて行われた反復毒性試験、生殖発生毒性試験等の毒性試験において、毒性学的な有害影響
が認められた最小投与量。 

⑤ 無作用量(NOEL：No-Observed-Effect Level)：ある物質について何段階かの異なる投与量を用いて行
われた反復毒性試験、生殖発生毒性試験等の毒性試験において、生物学的な影響を示さなかった最大
投与量のこと。 

⑥ 最小影響量(LOEL：Lowest-Observed-Effect Level)：ある物質について何段階かの異なる投与量を用い
て行われた反復毒性試験、生殖発生毒性試験等の安全性試験において、生物学的な影響が観察される
最小投与量（濃度）のことです。影響の中には有害影響と無害影響の両方が含まれるので、一般には
LOAELに等しいかそれより低い値。 

⑦ 参照用量(RfD：Reference Dose)：非発がん影響に関して有害影響のリスクがないと推測される摂取量。 
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ばく露を受けた男児精子の質の低下の報告と精度の高い摂取量の予測モデルを適用して、

無毒性量（NOAEL）⑧ 7.0 pg WHO2005‐TEQ/g 脂肪を算出し、TWI 2 pg-TEQ/kg体重/
週を設定しました。この設定値は、EFSAが 2001 年に定めた TWIの 7 分の 1という低
い値であると報告しています(17,34)。 

 
表 3 国際機関及び諸外国のリスク評価機関によるダイオキシン類の耐容摂取量 

機関 評価年 エンドポイント 毒性評価 不確実 
係数 耐容摂取量 

WHO 1998 

・げっ歯類の経胎
盤による次世代の
精子数減少、生殖
器官発生異常、免
疫抑制 
・サルによる子宮
内膜症及び神経行
動発達への影響 

LOAEL相当の定常状態
時の体内負荷量 
28～73 ng/kg* 
（Related Human EDI 
14～37 pg/kg体重/日）

10 

TDI 
1～4 pg -TEQ/kg
体重/日  
※4 pg/kg体重/日 を
当面の最大耐容一
日摂取量とし、究
極的な目標として 
1 pg/kg体重/日 未
満まで摂取量を削
減するよう勧告  

JECFA 2002 

・げっ歯類による
１日精子産生低下
・げっ歯類による
生殖器官発生異常

LOEL相当の体内負荷
量 22 ng/kg体重* 
NOEL相当の体内負荷
量 28 ng/kg体重* 

3.2 
（NOEL）

9.6 
（LOEL）

暫定耐容月間摂取量
（PTMI） 
 70 pg-TEQ/kg体重/
月 
※PTMI 40～100 

pg-TEQ/kg体重/月
の中間値 

EFSA 
（SCF） 2018 

ヒトの生前生後ば
く露による精子の
質の低下 

NOAEL 
7.0 pg WHO2005-TEQ/g 
血清脂肪 
（9歳児子供から採取
した血清脂肪） 

― 

TWI 
 2 pg-TEQ/kg体重/
週 
※長期的な蓄積を考
慮し、TWIを設定

FSA 
2001 
再評価
2007 

げっ歯類の雄児に
よる１日精子産生
低下 

LOAEL相当の定常状態
時の体内負荷量 
 33 ng TCDD/kg体重*

9.6 
TDI  
2 pg-TEQ/kg体重/
日 

EPA 2012 

・ヒトの経胎盤 
・ヒトの経母乳 
ばく露による子供
の精子の質の低下

LOAEL 0.020 ng/kg/日*
（血清中濃度（脂質補
正）から推計）  

10 
（ヒトへ
の外挿）

3 
（ヒトの
個人差）

参照用量（RfD）  
0.7 pg/kg/日* 

 
*原典記載どおり。 

 

                                                  
⑧ 無毒性量(NOAEL：No-Observed-Adverse-Effect Level)：ある物質について何段階かの異なる投与量を
用いて行われた反復毒性試験、生殖発生毒性試験等の毒性試験において、有害影響が認められなかっ
た最大投与量のこと。 
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4.2. 国内 

我が国では 1999年、当時の厚生省及び環境庁の合同専門家会合の報告書に基づき、TDI
がダイオキシン類対策特別措置法の施行令で定められました（表 4）。 

WHO が採用した以下の方針と同じ考え方で、げっ歯類による生殖器官の形成異常、
精子数の低下、免疫抑制の発現に基づき TDIを 4 pg-TEQ/kg体重/日としています(10)。 
・ダイオキシン類の TDIの算出には NOAELまたは LOAELに不確実係数を適用する 
・健康影響との関連性をみるために一日摂取量より体内負荷量に着目する 
・最低レベルの体内負荷量で毒性反応が認められた試験を TDI算定の対象とする 
・生体影響が多様で種差と系統差がみられる場合は不確実係数を適用する 
 
 
表 4 厚生省及び環境庁の合同専門家会合によるダイオキシン類の耐容摂取量(10) 

機関 評価年 エンドポイント 毒性評価 不確実 
係数 耐容摂取量 

厚生省、
環境庁
（当時） 

1999 

げっ歯類による雌
性生殖器の形成異
常、精巣上体精子数
の低下、遅延型過敏
反応の発現 

LOAEL相当の定常状
態時の体内負荷量 
 86 ng/kg体重 
※毒性影響を引き起
こすための体内負荷
量の値について、動物
とヒトはほぼ等しい 

10 
※WHOと
同じ 

TDI  
4 pg-TEQ/kg体重/日
※TDIの算定の基本
的考え方は、WHO
専門家会合と同じ 
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5. リスク管理 

5.1. 諸外国 

欧州連合（EU）は食品中の最大基準値(35,36,37)、及び調査・対策開始の目安となる食
品中の存在量の対策レベル(38)（表 5）を定めています。 
 
表 5 欧州連合（EU）による食品中のダイオキシン類、フラン類及び PCB類の存在量の
低減に関する委員会勧告 2013/711/EU。調査・対策開始の目安となる食品中の存在量の対

策レベル。(38) 

食品群 PCDD+PCDF Co-PCB 

肉及び肉製品 

 －牛科の動物、羊 

 －家禽 

 －豚 

動物性脂肪 

 

1.75 pg/g脂肪※ 

1.25 pg/g脂肪※ 

0.75 pg/g脂肪※ 

1.00 pg/g脂肪※ 

 

1.75 pg/g脂肪※ 

0.75 pg/g脂肪※ 

0.50 pg/g脂肪※ 

0.75 pg/g脂肪※ 

魚類の筋肉及び水産製品（養殖） 1.50 pg/g湿重量 2.50 pg/g湿重量 

乳及び乳製品(バター脂を含む) 1.75 pg/g脂肪※ 2.00 pg/g脂肪※ 

鶏卵及び卵製品 1.75 pg/g脂肪※ 1.75 pg/g脂肪※ 

食用粘土 0.50 pg/g湿重量 0.35 pg/g湿重量 

果物、野菜、穀物 0.30 pg/g湿重量 0.10 pg/g湿重量 

  ※ 脂肪含有比率が 2%よりも小さい場合には対策レベルは適用しない 
 
米国は、安全飲料水法（SDWA）の下で、第 1 種飲料水規則（健康に関わる水質基準
規制）において、2,3,7,8-TCDDの最大汚染濃度を規制しています(39)。 
   最大許容濃度の目標値（MCLG）⑨：0 mg/L 
   飲料水中の最大許容濃度（MCL） ：0.00000003 mg/L 

 
  

                                                  
⑨ これ以下では、健康への既知または予想されるリスクがない飲料水中の汚染濃度。既知のがんの原因
となる汚染物質の場合、MCLGはゼロに設定されます。 
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5.2. 国内 

ダイオキシン類は、「残留性有機汚染物質⑩に関するストックホルム条約（POPs条約）」
の対象物質です(4)。 
我が国では 1999 年、ダイオキシン類対策特別措置法により環境基準及び排出基準が
定められています(5)。人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準として、
次の様に環境基準が定められています(1)。 

大気 年平均 0.6 pg-TEQ/m3以下 
水質 年平均 1 pg-TEQ/L 以下 
水底の底質  150 pg-TEQ/g 以下 
土壌  1,000 pg-TEQ/g 以下 

ダイオキシン類対策特別措置法では、製鋼用電気炉、廃棄物焼却炉等を特定施設と定

め、排出基準を定めています。2012年に改定したダイオキシン類削減目標量 176 g-TEQ/
年に対し、2017年の総排出量は 103 g-TEQ/年であり、目標を下回っていました(8)。 
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」（2017年に改正）では、農業で直接
必要な焼却等の例外を除き、野外焼却を禁止しています。さらに、排出ガス濃度が規制

されていない小型の廃棄物焼却炉についても 800 ℃以上でごみを燃焼でき、温度計や
助燃装置等を備えた構造をもつ焼却炉であることが必要とされています(1,6)。 

 
我が国でのダイオキシン類に係るばく露の実態については、厚生労働省は食品別の含

有濃度及び食品からの一日摂取量(40,41)を、農林水産省は農畜水産物中の含有濃度の実
態(42)を、環境省は大気、水質、地下水質及び土壌の環境中の含有濃度、並びにヒトへ
のばく露量(8,43)を調査しています。 

 
 

                                                  
⑩ 化学物質の中には、環境中で分解されにくく、生物体内に蓄積しやすく、地球上で長距離を移動して
遠い国の環境にも影響を及ぼすおそれがあり、一旦環境中に排出されると私達の体に有害な影響を及
ぼしかねないものがあります。この様な性質を持つ化学物質は残留性有機汚染物質（Persistent 
Organic Pollutants）、通称 POPsと呼ばれています。 
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ファクトシート（ダイオキシン類） 

項目   内容 参考
文献

1. 名称／別名 

ダイオキシン類は、 
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD） 
ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF） 
コプラナーPCB(Co-PCB) 
の化合物の総称である。 

2 

  

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）とポリ塩化ジベンゾ
フラン（PCDF）をまとめてダイオキシン類と呼び、コプラナーポリ
塩化ビフェニル（コプラナー PCB）の様なダイオキシン類と同様の
毒性を示す物質をダイオキシン類似化合物と呼ぶ。 

1 

   

ダイオキシン類対策特別措置法では、PCDD及び PCDFにコプラナー 
PCB（塩素の置換位置により 2つのベンゼン環が平面上に配置されて
いる物質であり、日本では、同一平面構造でない PCBで毒性を有す
るものを含めてコプラナーPCBと称している）を含めて「ダイオキシ
ン類」と定義された。 

1 

   

ダイオキシン類には、塩素の数や位置の違いで、PCDDの異性体は 75
種、PCDFの異性体は 135種、PCBの異性体は 209種の物質がある。
そのうち、毒性があるとみなされているのは、PCDDは 7種、PCDF
は 10種、コプラナー PCBは 12種である。 

2 

   

世界保健機関(WHO) (2006) 
1998年、ダイオキシン類の毒性は、毒性の強さが物質によって異な
っているため、最も毒性が強い 2,3,7,8-TCDDの毒性を 1として、毒
性の大きさを換算した係数（毒性等価係数／Toxic Equivalency Factor: 
TEF）を定めている。2005年に再評価を行い、新しい TEF値に改定
している。 

1 
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項目   内容 参考
文献

   

毒性が認められているダイオキシン類異性体 
 
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）, 7種 

塩素数 同族体の略号 化学物質 
TEF※ 
(WHO 
1998） 

TEF 
(WHO 
2005） 

4 
TCDD 
(4 塩素化ジベンゾ-
パラ-ジオキシン)  

2,3,7,8-TCDD  1 1 

5 
PeCDD 
(5 塩素化ジベンゾ-
パラ-ジオキシン)  

1,2,3,7,8-PeCDD  1 1 

6 
HxCDD 
(6 塩素化ジベンゾ-
パラ-ジオキシン)  

1,2,3,4,7,8-HxCDD 
1,2,3,6,7,8-HxCDD 
1,2,3,7,8,9-HxCDD 

0.1 0.1 

7 
HpCDD 
(7 塩素化ジベンゾ-
パラ-ジオキシン)  

1,2,3,4,6,7,8-HpCD
D  0.01 0.01 

8 
OCDD 
(8 塩素化ジベンゾ-
パラ-ジオキシン)  

OCDD  0.0001 0.0003 

 
ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）, 10種 

塩素数 同族体の略号 化学物質 
TEF 

(WHO 
1998） 

TEF 
(WHO 
2005） 

4 
TCDF 
(4 塩素化ジベンゾ
フラン)  

2,3,7,8-TCDF  0.1 0.1 

5 
PeCDF 
(5 塩素化ジベンゾ
フラン)  

1,2,3,7,8-PeCDF 0.05 0.03 

2,3,4,7,8-PeCDF  0.5 0.3 

6 
HxCDF 
(6 塩素化ジベンゾ
フラン)  

1,2,3,4,7,8-HxCDF 
1,2,3,6,7,8-HxCDF 
1,2,3,7,8,9-HxCDF 
2,3,4,6,7,8-HxCDF 

0.1 0.1 

7 
HpCDF 
(7 塩素化ジベンゾ
フラン)  

1,2,3,4,6,7,8-HpCDF
1,2,3,4,7,8,9-HpCDF 0.01 0.01 

8 
OCDF 
(8 塩素化ジベンゾ
フラン) 

OCDF 0.0001 0.0003 

 
 

1, 
44 
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項目   内容 参考
文献

  

コプラナーPCB（Co-PCB）, 12種 

塩素数 同族体の略号
化学物質 

（PCB の異性体番号）

TEF 
(WHO 
1998） 

TEF 
(WHO 
2005） 

ノンオルト PCB 

4 
TCB 
(4 塩素化ビフ
ェニル) 

3,3',4,4'-TCB (#77) 0.0001 0.0001 

3,4,4',5-TCB (#81)  0.0001 0.0003 

5 
PeCB 
(5 塩素化ビフ
ェニル)  

3,3',4,4',5-PeCB 
(#126)  0.1 0.1 

6 
HxCB 
(6 塩素化ビフ
ェニル)  

3,3',4,4',5,5'-HxCB 
(#169)  0.01 0.03 

モノオルト PCB 

5 
PeCB 
(5 塩素化ビフ
ェニル)  

2,3,3',4,4'-PeCB 
(#105) 0.0001 0.00003 

2,3,4,4',5-PeCB 
(#114) 0.0005 0.00003 

2,3',4,4',5-PeCB 
(#118) 
2',3,4,4',5-PeCB 
(#123)  

0.0001 0.00003 

6 
HxCB 
(6 塩素化ビフ
ェニル)  

2,3,3',4,4',5-HxCB 
#156) 
2,3,3',4,4',5'-HxCB 
(#157) 

0.0005 0.00003 

2,3',4,4',5,5'-HxCB 
(#167) 0.00001 0.00003 

7 
HpCB 
(7 塩素化ビフ
ェニル)  

2,3,3',4,4',5,5'-HpCB 
(#189)  0.0001 0.00003 

 
※毒性等価係数（TEF : Toxic Equivalency Factor） 
最も毒性の強い 2,3,7,8-TCDDの毒性を 1としたときの他の異性体

の相対的な毒性を示す。 
各異性体の量に各々の毒性等価係数を乗じた値の総和を毒性等量

（TEQ: Toxic Equivalency）という。 
 
 

1, 
44 
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項目   内容 参考
文献

2. 注目されるよう
になった経緯（中毒
事例も含む） 

環境省(2014) 
・当時の国内事情：海外の事例において、人体に悪影響があるとされ
ていたダイオキシン類が国内のごみ焼却施設の飛灰等から検出され
たとの報道があり、1983年末頃からごみ焼却施設におけるダイオキ
シン類対策に国民の注目が集まった。その後、1994年に京都で開か
れた国際会議におけるダイオキシン類の母乳への影響の報告や、埼玉
県所沢市周辺等で焼却施設の周辺土壌における高濃度汚染が報告さ
れたこと等を契機に、ダイオキシン問題への注目がより高まっていっ
た。 
・1999年には、ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びその除
去等のため、「ダイオキシン類対策特別措置法」が制定された。この
法律は、ダイオキシン類に関する施策の基本となる基準を定めるとと
もに、汚染土壌に対する対策を定めている。 

3 

    
1968年に西日本を中心に米ヌカ油の摂取による大規模な化学食中毒
（カネミ油症）事件が起きた。その後の研究調査によって、原因は、
米ぬか油に混入した PCDF と Co-PCB であることが判明した。 

45 

3. 毒性等の関する知見（国内/国際機関/諸外国）  

(1)体内動態（吸収～
排泄までの代謝） 

環境省(1999) 
ダイオキシン類は、消化管、皮膚及び肺から吸収されるが、吸収の程
度は、異性体の種類、吸収経路及び媒体により異なる。 

10 

環境省(1997) 
ダイオキシンの吸収は動物の種類、溶媒の種類、異性体、食餌に含ま
れる共存物質、投与量、年齢などによって異なる。 

11 

FAO/WHO合同食品添加物専門家会議(JECFA)(2002) 
TCDDは、食物脂質から、容易に腸を経て血液に入る。ヒトや実験動
物のデータによると、経口投与後、50～90%吸収される。 

12 

    

JECFA(2002) 
ラットへの経口投与では、脂肪は消化管から効率的に吸収されるた
め、油脂に混合されたダイオキシン類は、容易に血中に移行すると予
想される。 
ラットへの単回経口投与における吸収率は以下のとおり。  
2,3,7,8-TCDD (コーン油) 
吸収率：84% 

OCDD 
吸収率：2-15% 

2,3,7,8-TCDF(エタノール：植物油＝1：1混合液) 
吸収率：90%  

2,3,4,7,8-PeCDF(エタノール：植物油＝1：1混合液)  
吸収率：70-85%  

13 

    

国際がん研究機関(IARC)(2016) 
Dahlら(1995)によれば、生後 1、2、3ヶ月の母乳摂取乳児において、
48時間観察で推定摂取量と糞便中排泄量の比較を行ったところ、
PCB-77、PCB-101、及び PCB-126はほぼ完全に吸収され、PCB-105
は、>60%の吸収であると報告されている。 

14 
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項目   内容 参考
文献

    

環境省(1999) 
・体内では、実験動物に経口投与した場合、主に血液、肝、筋、皮膚、
脂肪に分布していく。特に肝及び脂肪に多く蓄積される。 
・ダイオキシン類は、代謝されにくい。主に糞中に排出され、尿中へ
の排泄は少ない。ヒトに 2,3,7,8-TCDDを経口投与した場合の半減期
は 5.8年、9.7年であった。また、ベトナム参戦兵士での血清中半減
期は 7.1年、8.7年、11.3年であった*。 
・Schecterら(1996)によれば、ダイオキシン類は胎児へ移行するが、
胎児の体内濃度が母体より高くなるとの報告はない。また、Furstら
(1989)によると、ダイオキシン類は母乳中に分泌されるので、乳汁を
介して新生児に移行する。 
 
*原典記載どおり。 

10 

  

環境省(1997) 
摂取されたダイオキシン類は血流にのって各組織に到達する。異性体
や投与量によって多少異なるが、ダイオキシン類は主に肝と脂肪組織
に蓄積する。どちらにより多く蓄積するかは実験動物とヒトでは異な
り、ヒトにおいては脂肪により多く、モルモットを除く実験動物では
肝により多く蓄積する。 

11 

    

国際がん研究機関(IARC)(2012) 
ヒトの体内における半減期は、TCDDの平均値で 7.2年、
1,2,3,7,8-PeCDDは 11.2年、1,2,3,6,7,8-HxCDDは 13.1年、PCB-189
は 22.0年と長いものもある。 

46 

    

厚生労働省(2002) 
・Flesh-Janys (1996)によると、工場労働者の血中濃度の半減期を求
めた結果、2,3,7,8-TCDDは 7.2年、1,2,3,7,8-PeCDDは 15.7年、
1,2,3,4,7,8-HxCDDは 8.4年、1,2,3,6,7,8-HxCDDは 13.1年、
1,2,3,7,8,9-HxCDDは 4.9年、1,2,3,4,6,7,8-HpCDDは 3.7年、OCDD
は 6.7年と推測している。 
・工場労働者のデータから、糞中のダイオキシン排泄量は、体内負荷
量に依存する。 

47 

    

環境省(1999) 
・ダイオキシン類の毒性の発現は、アリール炭化水素受容体
（Arylhydrocarbon receptor、Ahレセプター）を介していると考えら
れている。Ahレセプターを介した生体反応は、様々な遺伝子発現の調
節に関与している。その結果、薬物代謝等に影響を与え、多様な毒性
を引き起こす。 
・ダイオキシン類と Ahレセプターの親和性は、動物の種及び系統に
よって違いがあり、動物種による毒性に対する感受性の根拠とされて
いる。 
・化学物質による毒性の発現は、一日当たりのばく露量よりも血中濃
度や体内に存在する量（体内負荷量）に依存している。ダイオキシン
類の様に蓄積性が高く、半減期に大きな種差がみられる物質について
は、動物実験の投与量や摂取量をそのままヒトにあてはめられない。 

10 

    

IARC(2012) 
Ahレセプターは、ほとんどのハロゲン化芳香族化合物に親和性を有
している。TCDDは、Ahレセプターを介した多くの遺伝子発現の誘
導がある。さらに、エストロゲン受容体やレチノイン酸受容体βを含
む他のレセプターとのクロストークもある。 

46 



19 

項目   内容 参考
文献

(2)毒性 ① 
有害性 

厚生労働省(2002) 
感受性の高い臓器は、動物種、系統によって違う。 
げっ歯類、ウサギでは、肝臓、モルモットでは胸腺とリンパ組織が最
も感受性が高い。 

47 

  

環境省(1999) 
ヒトに対する影響 
・食事等による通常レベルのばく露では明らかな健康影響を示す知見
は報告されていない。 
・通常レベルよりはるかに高いばく露を受けるケースとして、事故に
よる中毒や職業ばく露がある。 
・農薬の一種である 2,4,5-T製造工程での工場災害に起因したダイオ
キシン類のばく露では、製造業者にクロルアクネ（塩素ざ瘡）の症状
が発生した。 
・1968年、ダイオキシン類が混入した米ぬか油が原因で、福岡、長
崎両県で油症が発生。油症には、面皰、毛孔の著明化、眼脂の増加、
皮膚の色素沈着、爪の変形着色、塩素ざ瘡の所見がみられた。 
・イタリアのセベソ工場災害では、ダイオキシン類のばく露が一般住
民に及び、塩素ざ瘡が特に子供にみられた。0～14歳児における塩素
ざ瘡の発生頻度は、地区別にみた 2,3,7,8-TCDDの汚染レベルと対応
していた。 

10 

    

環境省(2012) 
・ダイオキシン類は意図的に作られる物質ではなく、実際に環境中や
食品中に含まれる量は超微量なので、私たちが日常の生活の中で摂取
する量により急性毒性が生じることはない。 
・ダイオキシン類自体の発がんへの関与は、他の発がん物質による遺
伝子への直接作用を受けた細胞のがん化を促進する作用（プロモーシ
ョン作用）である。現在の我が国において、通常の環境の汚染レベル
ではダイオキシン類によって、がんになるリスクはほとんどないと考
えられる。 
・ダイオキシン類は、発がんの促進作用、甲状腺機能の低下、生殖器
官の重量や精子数の減少、免疫機能の低下を引き起こすことが動物実
験で報告されている。 
・人に対しても同じような影響があるのかどうかについては、まだよ
くわかっていないため、人の健康影響に対する研究を引き続き実施し
ていくこととしている。 

1 

    

世界保健機関(WHO)(2016) 
高用量の短期ばく露で、塩素ざ瘡や皮膚の斑状の黒ずみ等の皮膚病変
が生じ、肝機能が変化することがある。長期ばく露は、免疫系、発達
期の神経系、内分泌系及び生殖機能の障害に関連している。 

16 

    
米国毒性物質疾病登録庁(ATSDR)(1998) 
塩素ざ瘡は、実験動物では、ウサギ、サル、ヌードマウスにおいての
み観察された。 

15 
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項目   内容 参考
文献

  
② 
急性毒
性 

FAO/WHO合同食品添加物専門家会議(JECFA)(2002) 
・2,3,7,8-TCDDの致死量には種差が大きい。最も感受性が高い動物
種モルモット雄と感受性が低いハムスター雌で、8000倍以上の差が
ある。 
LD50     0.6 µg/kg体重* (モルモット雄、経口投与)  
LD50  >5,000 µg/kg体重* (ハムスター雌、経口投与) 
*原典記載どおり 
・実験動物における毒性としては、糖新生作用阻害に特徴づけられる
消耗症候群、餌の摂取量減少、体重減少が見られる。種によって、単
回投与後、多くの臓器での出血、胸腺萎縮、骨髄細胞減少、体脂肪減
少、筋肉量減少がみられる。 

12 

  

③ 
遺伝毒
性 

JECFA(2002) 
TCDDを短期間ばく露した実験で、各種エンドポイントに関する遺伝
毒性は陰性である。 

12 

 

米国毒性物質疾病登録庁(ATSDR)(1998) 
2,3,7,8-TCDDの経口ばく露後の動物実験では、遺伝毒性はほとんど
陰性の結果が得られた。 
（ラットの染色体異常：陰性、サルの抹消リンパ球の染色体異常：陰
性、優性致死試験：陰性、ラット肝細胞の DNA付加体形成：陰性） 
結論として、CDDほとんどの動物実験で、遺伝毒性はない。 

15 

 

環境省(1997) 
2,3,7,8-TCDDの遺伝毒性は、各種の変異原性試験等においても陰性
を示す結果が多いことから、遺伝毒性はないものと総合的に判断され
ている。 

11 

  
④ 
発がん
性 

環境省(2012) 
ダイオキシン類は、遺伝子に直接作用して発がん性を引き起こすので
はなく、他の発がん物質による遺伝子への直接作用を受けた細胞のガ
ン化を促進する作用（プロモーション作用）を有する。 

1 

  

環境省(1999) 
・Kociba(1978)によると、ラットに 100 ng/kg/日*の 2,3,7,8-TCDDを
2年間の連続経口投与した試験では、肝細胞がんの発生が確認された。 
・NTP(1982)によると、マウスやラットに 71 ng/kg/日*を２年間連続
投与した試験では、甲状腺濾胞腺腫、口蓋・鼻甲介・舌及び肺の扁平
上皮がん、リンパ腫の誘発が確認されている。 
・WHO/IARC (1997)によれば、発がんメカニズムについては、遺伝子
傷害性を検出するための複数の試験系で陰性の結果が得られ、マウス
やラットを用いた発がん二段階モデル試験でプロモーション作用が
報告されている。 
 
*原典記載どおり。 

10 

    

国際がん研究機関(IARC)(2012) 
・TCDDの職業ばく露によるコホート研究の結果、全体として発がん
の増加が見られた。 
・動物実験で、Ahレセプターを介した機構でおこる多くの発がん性
の証拠がある。受容体結合、遺伝子発現、タンパク質活性変化はヒト
でも発現しており、Ahレセプターは動物と同様に機能していること
から、ヒトに対する発がんの証拠となる。 

46 
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項目   内容 参考
文献

 ⑤生殖
毒性 

欧州食品安全機関(EFSA)(2018) 
・Mocarelli(2008)は、イタリアのセベソで 1976年に起きた工場事故
で 2,3,7,8-TCDDにばく露した男性住民を追跡調査した。当時 1～9歳
時でばく露した男性（n=71）は約 20年後に平均精子濃度の低下、良
好精子率の低下、総運動精子数の減少がみられたのに対し、当時 10
～17歳時でばく露した男性（n=44）は総精子数の増加、総運動精子
数の増加がみられた。1976～1977年の血清 TCDD濃度の中央値*は、
当時 1～9歳の男性では 210 pg/g脂肪、当時 10～17歳の男性では 164 
pg/g脂肪であった。 
・Mocarelli(2011)は、セベソ事故でばく露した母親とその男児を追跡
調査した。事故の間に TCDDにばく露された母親から 1977～1984年
に生まれた男性（n=39）のうち母乳で育った男性（n=21）は、後年
（平均年齢 22.5歳）の精子濃度、総数、運動性が低下した。受胎時
にばく露した母の推定の血中 TCDD濃度の中央値*は 26.0 pg/g脂肪、
参加男児に母乳を与えた女性群では 19 pg/g脂肪であった。比較的低
用量のダイオキシンの経胎盤及び経母乳ばく露は、精子の質を永久に
低下させる可能性がある。 
・Mínguez-Alarcón (2017)は、ダイオキシン類等の汚染地域在住のロ
シアの 8～9歳の男児を追跡調査した。10年後、18～19歳の思春期
前後の男性の血清 TCDD濃度の中央値は 2.9 pg/g 脂肪*で、PCDD 
TEQは 8.7 WHO2005-TEQ/g脂肪*であった。TCDD及び PCDD TEQ
のより高い四分位濃度は、精子濃度、総精子数、及び総運動精子数の
低下と関連した。思春期前後の血清 TCDD濃度と PCDD TEQ量は精
子の質（精液パラメータ）の低下と関連すると報告した。 
・事故当時に高い TCDDのばく露を受けた父親を持つ子供の性比は、
女児に比べて男児の数が少ない。この関係は、3つの異なるコホート
研究に一貫して観察されており、因果関係がある可能性が高い。 
 
*原典記載どおり。 

17,
48 

    

米国環境保護庁(EPA)(2012) 
セベソの農薬工場爆発事故後の周辺住民への調査で、 乳児から思春
期前の子供（1～9 歳）の被ばくにおいて、22～31 歳時に精子数及び
運動精子数の減少が見られたことから LOAELを 0.020 ng/kg体重/日 
とした。 

32 
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項目   内容 参考
文献

  

環境省(1999) 
・生殖毒性では、母動物よりも胎児及び出生後の児動物への影響が強
く現れ、妊娠中及び授乳中の投与により様々な影響が発現している。 
・Courtneyら(1971)と Coutureら(1990)によれば、500 ng/kg/日*以上
の 2,3,7,8-TCDD を母動物に投与すると、ラットに腎形成異常、マウ
スに口蓋裂や水腎症が引き起こされることが報告されている。 
・Grayら(1997b)によれば、妊娠 15日に母ラットに 2,3,7,8-TCDDを
単回投与した場合には、投与量 200 ng/kg*以上で雌児動物における生
殖器の形態異常がみられる。 
・妊娠ラットに 2,3,7,8-TCDDを投与した場合には、雄児動物におけ
る精巣中の精子細胞数の減少、精巣上体尾部精子数減少、射精精子数
減少等が報告されている。 
・Faqiら(1998)によれば、母ラットに交配２週間前から離乳まで
2,3,7,8-TCDDを皮下投与したところ、低用量群（25 ng/kg*を初回投
与後、5 ng/kg/週*を投与）以上で精巣中の精子細胞数が用量依存的に
減少し、高用量群では血清中テストステロン濃度低下、精巣の組織学
的変化等が確認されている。 
・Rierら(1993)によれば、雌アカゲザルの 2,3,7,8-TCDDの 4 年間経
口投与で、投与開始後 10 年において、子宮内膜症の発生率と重篤度
が有意に増加した。LOAELは0.15 ng/kg体重/日（体内負荷量：40 ng/kg
体重）あった。 
・Schantzら(1989)によれば、アカゲザルの試験では、母動物に投与
（妊娠７ヶ月前から離乳期まで、0.15 ng/kg/日*）した場合、児動物に
学習行動テストの成績の低下が観察されている。 
 
*原典記載どおり。 

10 

    

厚生労働省(2002) 
・Faqiら(1998)によれば、雌Wistarラットに 25 ng/kg* の
2,3,7,8-TCDDを交配前２週に皮下投与し、その後の児の離乳までに 5 
ng/kg*を週１回皮下投与したとき雄児の１日精子産生の低下が見られ
た。 
・Faqiら(1998)の低用量の TCDDによる精子指標（１日精子産生、精
巣上体精子数等）に対する影響については実験間で整合性のある結果
は得られていない。 
・Ohsakoら(2001)によれば、Holtzmanラットの妊娠 15日に 50 ng/kg*
の TCDDを単回強制経口投与したときの雄児の肛門生殖突起間距離
（AGD）の短縮が低用量の TCDDによる影響として報告されている。 
・Ohsakoら(2001)の報告による雄児のAGD短縮の程度は軽度であり、
毒性学的意義は弱いと考えられる。 
 
*原典記載どおり。 

47 

    

世界保健機関(WHO) (1998) 
・Grayら(1997a)によれば、妊娠 15日目の雌ラットへの 2,3,7,8-TCDD
の単回強制経口投与試験において、精子数の減少が見られた LOAEL
相当の体内負荷量は 28 ng/kg体重*であった。 
・Grayら(1997b)によれば、妊娠 15日目の雌ラットへの 2,3,7,8-TCDD
の単回強制経口投与試験において、仔ラット（雄）に生殖器奇形の発
生が見られた LOAEL相当の体内負荷量は 73 ng/kg体重*であった。 
 
*原典記載どおり。 

30 
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項目   内容 参考
文献

    

FAO/WHO合同食品添加物専門家会議(JECFA)(2002) 
・Ohsakoら(2001)によれば、妊娠 15 日目の雌ラットへの単回強制
経口投与試験において、生後 120 日の仔ラット（雄）に肛門性器間
距離の減少等が見られたことから NOEL相当の体内負荷量は 13 
ng/kg体重*であった。 
・Faqiら(1998)によれば、交配 2 週間前の雌ラットへの初期皮下投与
(25 ng/kg体重)し、授乳終了までの週 1 回の皮下投与(5 ng/kg体重)
の試験においては、仔ラット（雄）に精子生産能の低下（繁殖成功率
には影響なし）が見られたことから LOEL相当の体内負荷量は 25 
ng/kg体重であった。 
 
*原典記載どおり。 

12 

  
 
 
 
 

⑥ 
その他 

環境省(1999) 
免疫毒性の報告。 
・Narasimhanら(1994)によれば、マウスに 100 ng/kg*以上の
2,3,7,8-TCDDを単回投与すると、胸腺萎縮や細胞性及び体液性免疫
異常を引き起こし、ウイルス感染に対する宿主抵抗性や抗体産生能の
抑制が確認されている。 
・Gehrsら(1997)によれば、ラットに 100 ng/kg*以上の 2,3,7,8-TCDD
を単回投与すると、児動物に遅延型過敏反応の抑制や抗体産生能の抑
制がみられている。 
 
*原典記載どおり。 

10 

   

厚生労働省(2002) 
ダイオキシンは性ホルモン受容体に直接結合しないとされるが、種々
の経路を経て性ホルモンの作用を乱す。in vitro実験で、Ahレセプタ
ーと種々のエストロゲン受容体の間にさまざまな相互作用（クロスト
ーク）が報告されている。 

47 

   

米国毒性物質疾病登録庁(ATSDR)(2012) 
・Fierensら(2003)によれば、グルコース代謝及び甲状腺機能の潜在
的な変化が見られた。 
・Bertazziら(2001)によれば、イタリア・セベソの事故で、女性で有
意に糖尿病の増加が観察された。 
・Pavukら(2003)によれば、甲状腺刺激ホルモン（TSH）の増加は、
1985年と 1987年に TCDDの体内負荷が 94 pptを超えるグループの
ベトナム退役軍人の検査で報告された。TCDDの低い負荷量では観察
されなかった。 
・Vilukselaら(2004)によれば、 SDラット（雌）で、2,3,7,8-TCDD の
ばく露により、甲状腺ホルモンの血中濃度が有意な減少を示した。 

49 
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項目   内容 参考
文献

4. 国内における発
生源や環境中のダイ
オキシン類濃度等に
関する情報 
  
 

環境省(2012) 
ダイオキシン類は、炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が熱せられる
ような過程で自然にできてしまう副生成物であり、分析のための標準
品の作製等の研究目的で作られる以外には、意図的に作られることは
ない。 
 ダイオキシン類の現在の主な発生源は、ごみ焼却による燃焼である
が、その他に、製鋼用電気炉、たばこの煙、自動車排出ガス等の様々
な発生源がある。ダイオキシン類は、主としてものを燃やすところか
ら発生し、処理施設で取りきれなかった部分が大気中に出る。また、
かつて使用されていた PCBや一部の農薬に不純物として含まれてい
たものが底泥等の環境中に蓄積している可能性があるとの研究報告
がある。 
 環境中に出た後の動きの詳細は明らかではないが、例えば、大気中
の粒子等に付着したダイオキシン類は、地上に落ちてきて土壌や水を
汚染し、また、様々な経路から長い年月の間に、底泥等環境中に既に
蓄積されているものも含めて、プランクトンや魚介類に食物連鎖を通
して取り込まれていくことで、生物にも蓄積されていくと考えられて
いる。 

1 

  

平岡(1997) 
ばいじん中の重金属、未燃炭素等によるダイオキシンの合成（デノボ
合成）は、燃焼温度よりも低い 300～500℃程度で進行することが知
られている。 

18 

  

環境省(2004) 
日本の現在のダイオキシン類の排出源は、主に焼却施設であるが、そ
の他に製鋼用電気炉や鉄鋼業焼結工程また製紙の漂白工程等の産業
工程や、たばこや自動車排出ガス等が考えられている。 

19 
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項目   内容 参考
文献

  

環境省(2018)：ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー） 
（排出量（g-TEQ/年）） 

発生源 1997 2002 2007 2012 2017 
削減

目標

量 

削減目標設定対象 
7676

～

8129

937～

960 

281
～

299
134 103 176 

    水 13 3 3 1 1   

  廃棄物処理分野 
7205

～

7658

748～

771 

181
～

199
80 57 106 

    水 5 1 2 1 0   

    
一般廃棄物焼却施

設 
5000 370 52 31 22 33 

    
産業廃棄物焼却施

設 
1505 266 60 27 15 35 

    
小型廃棄物焼却炉

等（法規制対象） 
－ 79 24 14 10 22 

    
小型廃棄物焼却炉

（法規制対象外） 
700～

1153
33～

56 
45～

63 
8.6 9.1 16 

  産業分野 470 189 100 53 46 70 

    水 6.3 1.2 0.8 0.6 0.5 

    製鋼用電気炉 229 94.8 50.2 21.2 20.3 31.1 

    鉄鋼業焼結施設 135 51.1 20.5 14.1 9.2 15.2 

    亜鉛回収施設 47.4 14.7 1.8 0.9 1.7 3.2 

    
アルミニウム合

金製造施設 
31 16.3 15.6 8.2 8.5 10.9 

    その他の施設 27.3 11.6 11.7 8.7 6.8 9.8 

  その他 1.2 0.5 0.3 0.1 0.1 0.2 

    水 1.2 0.5 0.3 0.1 0.1   

    
下水道終末処理

施設 
1.1 0.5 0.3 0.1 0.1   

    最終処分場 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0   

削減目標設定対象外 
3.6～

6.2 
3.8～

6.7 

3.9
～

7.0

2.3～

4.1 
2.4～

4.3 
  

    火葬場 
2.1～

4.6 
2.3～

5.1 

2.6
～

5.7

1.3～

3.1 
1.4～

3.3 
  

    たばこの煙 
0.1～

0.2 
0.1～

0.2 
0.1 0.1 0.1   

    自動車排出ガス 1.4 1.4 1.2 1.0 0.9   

合計 
7680

～

8135

941～

967 

285
～

306

136～

138 

106
～

107 
  

水 13 3 3 1 1   
注 1) 1997, 2007年の排出量は毒性等価係数としてWHO-TEF（1998）を、2012, 2017
年の排出量は可能な範囲でWHO-TEF(2006)を用いた値で表示した。 
注 2) 表中「水」は、水への排出（内数）を表す。 

8 
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項目   内容 参考
文献

    

環境省（2019） 
2017年度に実施した大気、水質、土壌中のダイオキシン類濃度の平
均値は、環境基準値を下回った。 
 
大気及び土壌では、全ての地点で環境基準以下であったが、公共用水
域水質・底質では、それぞれの環境基準を超過した地点がみられた。
地下水質については、環境の一般的状況を調査（概況調査）した結果
では、環境基準を超過した地点はなかった。 
 

2017年度ダイオキシン類に係る環境調査結果 

環境 
媒体 

調査の種類 
又は地域分類 

地点

数 

調査結果 

平均

値 最小値 最大値 
環境

基準

値 

大気 

全体 629 0.019 0.0033 0.32 0.6 

  一般環境 481 0.018 0.0039 0.13 

  発生源周辺 124 0.022 0.0033 0.32 

  沿道 24 0.018 0.0071 0.051 

公共用 
水域水

質 
 

全体 1,442 0.17 0.010 1.7 1 

  河川 1,122 0.20 0.010 1.5 

  湖沼 78 0.16 0.011 1.7 

  海域 242 0.074 0.010 0.85 

公共用 
水域底

質 

全体 1,205 6.7 0.043 610 150 

  河川 928 6.1 0.043 610 

  湖沼 70 8.1 0.28 32 

  海域 207 8.7 0.090 89 

地下水質 498 0.049 0.0071 0.66 1 

土壌 

合計 835 3.4 0 150 1000 

  
一般環境 
把握調査 

583 1.7 0 89  

  
発生源周辺状

況把握調査 
252 7.2 0 150  

（単位： 大気 pg-TEQ/m3、水質 pg-TEQ/L、底質 pg-TEQ/g、 
土壌 pg-TEQ/g） 
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項目   内容 参考
文献

5. 食品の汚染実態   

(1)国内   

農林水産省(2019) 
畜産物については、牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵及び牛乳中のダイオキシ
ン類濃度の実態を調査している（2000年～）。健康に影響を及ぼさ
ない低いレベルで推移している。2017年の牛肉及び豚肉における調
査結果について、過年度からの経年的変化の傾向を確認したところ、
有意な変動傾向（上昇傾向あるいは下降傾向）は認められなかった。 
水産物については、漁獲量が多い魚種や過去の調査結果から比較的高
いダイオキシン類濃度が認められた魚種について調査。2017年のブ
リ（養殖）及びタチウオにおける調査結果について、過年度からの経
年的変化の傾向を確認したところ、有意な変動傾向（上昇傾向あるい
は下降傾向）は認められなかった。 
 
農畜水産物のダイオキシン類濃度が健康に悪影響を及ぼす可能性が
低いレベルで推移していることを確認するため、継続的に実態を調査
する。 

20 

    

農林水産省(2015, 2018) 
農畜水産物中のダイオキシン類の実態調査を実施。 
・野菜中のダイオキシン類濃度については、 
2013年度は 2010年度の調査結果と比較して統計的に有意差なし、 
2018年度は 2013年度の調査結果と比較して統計的に有意差なし、 
と報告した。 
・野菜からのダイオキシン類摂取量をダイオキシン類濃度が高い品目
を用いて推定した結果、耐容一日摂取量(TDI) 4pg-TEG/kg体重/日の
100分の 1未満であった。 

21, 
22 

    

農林水産省(2019) 
農畜水産物中のダイオキシン類の実態調査を実施。 
2品目（牛肉、豚肉）について、経年的変化の傾向を確認したところ、
変動傾向（上昇傾向あるいは下降傾向）は認められなかった。健康に
影響を及ぼさない低いレベルで推移していると考えられる。 
 

2017年度 畜産物中のダイオキシン類の実態調査結果 
（単位：pg-TEQ/g 湿重量） 

品目 年度 検体数
ダイオキシン類濃度 

最小値 最大値 平均値 中央値 

牛肉 

2008 40 0 1.3 0.20 0.081 

2010 25 0.00063 1.2 0.25 0.14 

2012 25 0.0012 1.2 0.26 0.19 

2014 20 0.00041 1.1 0.20 0.15 

2017 30 0.011 3.5 0.35 0.19 

豚肉 

2008 30 0.00018 0.035 0.0055 0.0013 

2010 25 0.00029 0.040 0.0079 0.0036 

2012 25 0.00057 0.12 0.016 0.0054 

2014 20 0.000099 0.063 0.0057 0.00055 

2017 30 0.00050 0.044 0.0081 0.0032 

23 
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項目   内容 参考
文献

  

農林水産省：有害化学物質含有実態調査結果 
2003～2010年の畜水産物、農作物のダイオキシン類濃度の実態デー
タ 

 
農作物中のダイオキシン類の分析結果(2003～2010年) 

（単位：pg-TEQ/g 湿重量） 

 作物名 試料

点数 

ダイオキシン類濃度 
（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 
米 83 0.000021 0.012 0.014 
小麦 20 0.00082 0.014 0.0045 
大麦 20 0.0028 0.016 0.0074 
大豆 44 0.000015 0.0088 0.0012 
かんしょ 15 0.00019 0.087 0.014 
さといも 7 0.00037 0.0042 0.0019 
はくさい 8 0 0.00056 0.00011 
キャベツ 10 0 0.00061 0.00011 
こまつな 14 0.0011 0.035 0.014 
ちんげんさい 1 － － 0.016 
みずな 4 0.015 0.038 0.025 
のざわな 4 0.0055 0.012 0.0087 
ブロッコリー 1 － － 0.00042 
しゅんぎく 1 － － 0.044 
レタス 4 0.000003 0.00019 0.000081 
ほうれんそう 25 0.0059 0.081 0.033 
ねぎ 9 0.00004 0.027 0.0057 
わけぎ 8 0.0030 0.069 0.023 
きゅうり 8 0.00070 0.075 0.015 
かぼちゃ 4 0.00031 0.0018 0.00098 
にがうり 3 0.0048 0.010 0.0073 
りんご 16 0.0011 0.0062 0.0024 
なし 12 0.0000062 0.0074 0.0026 
かき 18 0.0000050 0.47 0.030 
ぶどう 28 0.000038 0.053 0.0098 
茶（生茶） 16 0.016 0.21 0.065 
茶（荒茶） 8 0.023 0.25 0.13 
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項目   内容 参考
文献

  

魚介類に含まれるダイオキシン類の分析結果（2003～2010年） 
（単位：pg-TEQ/g 湿重量） 

魚介類 
試料

点数

ダイオキシン類濃度 

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 

最小値 最大値 平均値 

カタクチイワシ 59 0.082 1.1 0.41 

コノシロ 60 0.43 6.5 2.0 
スズキ 90 0.25 7.8 2.2 
タチウオ 91 0.096 3.7 1.1 
ホッケ 89 0.17 3.5 0.85 
マサバ 59 0.18 2.6 0.99 
ブリ（天然） 50 0.26 5.5 3.2 

ブリ（養殖） 49 0.74 4.0 2.4 

カンパチ 44 1.1 3.9 2.0 

ウナギ 48 0.38 2.1 0.68 

ベニズワイガニ 49 0.21 6.1 0.64 
 

24 

  

農林水産省：有害化学物質含有実態調査結果 
2015～2016年の水産物のダイオキシン類濃度の実態データ 

 
魚介類に含まれるダイオキシン類の分析結果（2015～2016年） 

（単位：pg-TEQ/g湿重量） 

魚介類 試料

点数

ダイオキシン類濃度

（PCDD+PCDF+Co-PCB） 
最小値 最大値 平均値 中央値 

ウナギ（養殖） 20 0.69 0.91 0.80 0.82 
カタクチイワシ 20 0.067 0.47 0.22 0.14 

コノシロ 20 0.49 3.5 1.6 1.4 
スズキ 20 0.52 6.6 2.1 1.4 
ブリ（天然） 30 0.83 3.4 1.7 1.4 
ホッケ 30 0.29 3.0 1.1 0.86 
ベニズワイガニ 30 0.35 1.4 0.59 0.47 

 
 

25 

6. ばく露情報（国内/国際機関/諸外国）   

(1)国内 

厚生労働省 
食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査報告 
トータルダイエット調査（マーケットバスケット方式）を 1996年度
より実施している。 

40 
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項目   内容 参考
文献

    

厚生労働省(2012) 
平成 23年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査 
モンテカルロシミュレーションにより一般的な国民の魚介類からのダ
イオキシン摂取量を推定した。 
 
平均値：    1.3 pg-TEQ/kg体重/日 
中央値：   0.36 pg-TEQ/kg体重/日 
90%tile 値：2.9 pg-TEQ/kg体重/日  

50 

    

厚生労働省(2019) 
2018年度調査（トータルダイエットスタディ）における食品からの
ダイオキシン類の一日摂取量は、平均 0.51 pg-TEQ/kg体重/日（範囲：
0.25～1.13 pg-TEQ/kg体重/日）と推定され、日本における耐容一日
摂取量（TDI） 4 pg-TEQ/kg体重/日より低いものであった。ダイオキ
シン類摂取量は経年的に減少傾向にある。 
 

食品からのダイオキシン類の一日摂取量(1998～2018年度) 

調査

年度 

ダイオキシン類濃度 ダイオキシン類濃度 
(pg-TEQ/kg体重/日) (pg-TEQ/kg体重/日) 

(2005 TEF) (1998 TEF) 
最小値 最大値 平均値 最小値 最大値 平均値 

1998     1.75 1.22 2.72 2.00 

1999     1.92 1.19 7.01 2.25 

2000     1.25 0.84 2.01 1.45 

2001     1.39 0.67 3.40 1.63 

2002     1.27 0.57 3.40 1.49 

2003     1.13 0.58 3.05 1.33 

2004     1.21 0.48 2.93 1.41 

2005  0.40  3.06 1.02 0.47 3.56 1.20 

2006  0.33  1.64 0.90 0.38 1.94 1.04 

2007  0.35  2.51 0.93 0.42 3.32 1.11 

2008 0.13 1.90 0.92       

2009 0.28 1.49 0.84       

2010 0.43 1.61 0.81       

2011 0.37 1.54 0.68       

2012 0.22 1.22 0.69       

2013 0.18 0.97 0.58       

2014 0.26 2.02 0.69       

2015  0.23 1.67 0.64       

2016 0.19 1.42 0.54       

2017 0.21 1.77 0.65       

2018 0.25 1.13 0.51       

 
 

29, 
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項目   内容 参考
文献

    

環境省(2002～2016) 
一般環境地域の住民に対して、2002年度から食事経由のダイオキシ
ン類摂取量を陰膳方式（実際に摂取したと同じもの）で測定している。 
 

食事経由のダイオキシン類摂取量の推移(2002～2016年) 
（pg-TEQ/kg 体重/日） 

調査 
年度 

対象

者数 
PCDDs+PCDFs Co-PCBs PCDDs+PCDFs+

Co-PCBs 
平均値 範囲 平均値 範囲 平均値 範囲 

2002 75 0.41 0.024
～1.5 0.70 0.033～

4.1 1.10  0.058～

5.6 

2003 75 0.58 0.050
～2.5 0.56 0.047～

3.2 1.10  0.14～

5.6 

2004 75 0.38 0.048
～1.1 0.5 0.047～

2.8 0.89 0.16～

3.7 

2005 75 0.43 0.059
～3.8 0.47 0.039～

2.8 0.89 0.13～

5.2 

2006 75 0.24 0.041
～0.76 0.33 0.042～

1.4 0.57 0.099～

2.2 

2007 75 0.30 0.029
～2.0 0.45 0.027～

4.2 0.75 0.060～

6.2 

2008 75 0.25 0.021
～2.2 0.43 0.027～

2.6 0.68 0.054～

4.8 

2009 50 0.30 0.038
～2.2 0.48 0.017～

4.0 0.79 0.055～

6.2 

2010 50 0.20 0.015
～1.2 0.24 0.016～

1.2 0.44 0.031～

2.0 

2011 15 0.31 0.016
～1.0 0.34 0.019～

1.7 0.65 0.035～

2.4 

2012 15 0.25 0.037
～0.47 0.46 0.034～

1.8 0.72 0.071～

2.3 

2013 15 0.14 0.020
～0.50 0.19 0.024～

1.1 0.32 0.046～

1.6 

2014 15 0.19 0.047
～0.51 0.24 0.039～

0.82 0.43 0.086～

1.3 

2015 15 0.15 0.059
～0.37 0.22 0.050～

0.74 0.37 0.13～

1.1 

2016 15 0.22 0.035
～0.58 0.22 0.034～

1.0 0.44 0.069～

1.6 
 
 
 
 
 
 

9, 
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項目   内容 参考
文献

  

環境省(2002～2016) 
一般環境地域の住民の血液中ダイオキシン類濃度を測定している。 

 
血液中ダイオキシン類濃度の推移(2002～2016年) 

（pg-TEQ/g 脂肪） 

調査 
年度 

対象

者数 
PCDDs+PCDFs Co-PCBs PCDDs+PCDFs+

Co-PCBs 
平均値 範囲 平均値 範囲 平均値 範囲 

2002 259 13 0.44～
52 8.4 0.061～

59  22 0.96～
95 

2003 272 13 2.2～
46 7 0.042～

51 19 2.7～97 

2004 264 13 0.57～
53 6.9 0.064～

48  19 0.64～
85 

2005 288 12 0.40～
54 9.3 0.087～

45  22 1.5～75 

2006 291 11 0.79～
61 6.8 0.013～

34 17 0.82～
67 

2007 282 11 0.65～
63 8.4 0.075～

61 20 1.6～
120 

2008 256 11 0.37～
53  9.2 0.067～

81 21 0.43～
130 

2009 178 9.8 0.98～
37 7.6 0.13～

37 17 1.1～59 

2010 174 7.7 0.040
～33 6.7 0.047～

51 14 0.10～
82 

2011 86 11 0.75～ 
28  6.9 0.072～ 

36  17 0.83～ 
56  

2012 84 6.1 0.37～ 
22  3.9 0.054～ 

18  10 0.42～ 
40  

2013 83 5.5 0.013
～ 18 4.4 0.092～ 

17  9.9 0.40～ 
33  

2014 81 5.7 0.66～ 
22  4.1 0.086～ 

15  9.8 1.1～ 
34  

2015 76 5.5 0.34～ 
20  4.2 0.052～ 

28  9.7 0.39～ 
49  

2016 80 6.1 0.55～ 
18  4.1 0.076～ 

18  10 0.92～ 
29 

 
 

9, 
26, 
27, 
28 

(2) 
諸外国 ①EU 

欧州食品安全機関(EFSA) (2012) 
PCDD+PCDF+Co-PCB：  
 ダイオキシン類摂取量 (<LOQ=LOQ)  
・乳幼児及び子供 （10 歳未満）  
 平均摂取群：       1.08 ～ 2.54 pg-TEQ/kg体重/日 
 高摂取群（95%tile）:2.6  ～ 9.9 pg-TEQ/kg体重/日 
・子供及び成人 （10 歳以上）  
 平均摂取群：    0.57 ～ 1.67 pg-TEQ/kg体重/日 
 高摂取群（95%tile）:1.2  ～ 5.8 pg-TEQ/kg体重/日 
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項目   内容 参考
文献

  ② 
米国 

米国食品医薬品庁(FDA)(2006) 
PCDD, PCDF：  
26.8 pg-TEQ/kg体重/月 （<LOD＝LOD）(WHO1998)   

52 

7. ハザード評価（TDI, ARfD, MOE等）   

(1)国内 

厚生労働省(1999) 
ダイオキシン類（PCDD+PCDF+Co-PCB） 
TDI：4 pg-TEQ/kg体重/日 
 
ラットの雌性生殖器の形成異常(Grayら, 1997)、ラットの精巣上体精
子数の低下(Gehrsら, 1997)、ラットの遅延型過敏反応の発現（Gehrs
ら, 1997）等、各種動物試験の結果を総合的に判断して、体内負荷量
を 86 ng/kg*とした。 
この体内負荷量の値に対応するヒトの一日摂取量 43.6 pg/kg/日*に不
確実係数 10を適用して、4 pg-TEQ/kg体重/日の TDIを設定した。 
 
体内負荷量は文献的知見から推定している。 
ヒトの定常状態時の一日摂取量は、ヒトでの半減期 7.5 年、吸収率 
0.5 として、次式より計算した。 
ヒト一日摂取量＝（体内負荷量×ln2）/（半減期×吸収率） 
 
厚生労働省（2018） 
食品からのダイオキシン類の一日摂取量：0.51pg-TEQ/kg体重/日 
 

*原典記載どおり。 

10, 
29 

    

厚生労働省(2002) 
TDIの再評価を実施し、1999年に設定された値を変更するに値する十
分な科学的根拠が得られなかった。(1999年の値を変更しない) 
ダイオキシン類（PCDD+PCDF+Co-PCB） 
TDI：4 pg-TEQ/kg体重/日 

47 

(2)国際機関 

世界保健機関(WHO)(1998) 
PCDD+PCDF+Co-PCB 
TDI（暫定）：1～4 pg-TEQ/kg体重/日 
 
4 pg/kg体重/日 を当面の最大耐容摂取量とし、究極的な目標として 1 
pg/kg体重/日 未満まで摂取量を削減するよう勧告した。 
 
ラット児動物の精子数減少（Grayら, 1997）、ラット児動物の免疫抑
制（遅延型過敏反応）の発現（Gehrsら, 1997、Gehrs & Smailowicz, 
1998）、ラット児動物の生殖器官奇形の増加（Grayら, 1997）、ア
カゲザル児動物の神経行動発達（学習行動）の発現（Schantz and 
Bowman, 1989）、アカゲザルの子宮内膜症の発現（Rierら, 1993）
に基づく LOAEL相当の体内負荷量 28～73 ng/kg体重*(Related 
Human EDI= 14～37 pg/kg体重/日)に不確実係数 10を適用して TDI
を設定した。 
 
WHOはこれらの毒性（生殖発生毒性、免疫毒性）のうちどれかを TDI
算定の根拠とするわけではなく、レンジとしてとらえ幅のある TDIを
勧告することになった。 
 
*原典記載どおり。 
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項目   内容 参考
文献

    

FAO/WHO合同食品添加物専門家会議（JECFA）(2002) 
PCDD+PCDF+Co-PCB 
暫定耐容月間摂取量（PTMI）：70 pg-TEQ/kg体重/月 
 
耐容摂取量は、体内中の長い半減期を理由に長い耐容月間摂取量
（TMI）を設定している。 
 
ラットの雄児の肛門性器距離の減少（Ohsakoら, 2001）に基づく無
作用量(NOEL)相当の体内負荷量の 22 ng/kg体重*に不確実係数 3.2
を、１日精子産生低下（Faqiら, 1998）に基づく最小影響量(LOEL)
相当の体内負荷量の 28 ng/kg体重*に不確実係数 9.6を適用して耐容
月間摂取量（TMI）を算出した。 
TMIは 40～100 pg-TEQ/kg体重/月の範囲になり、その中間値を暫定
耐容月間摂取量(PTMI)として設定している。 
 
*原典記載どおり。 

12 

(3) 
諸外国 ①EU 

欧州食品安全機関(EFSA)(2015) 
・欧州委員会(EC)は、各機関が設定した健康影響に基づくガイダンス
値（guidance values）に相違があることから、EFSAに対し評価と説
明のための科学的及び技術的支援を求めた。 
・EFSAは、SCF(食品科学委員会), JECFA, 米国 EPAの健康に基づ
くガイダンス値(HBGV)の導出法の相違点をレビューした。 
・HBGVを導出するための研究は、SCFと JECFAは動物研究、米国
EPAは疫学研究を優先基準として選択した。 
・一日経口摂取量の適用モデルは、SCFと JECFAはラットの実験デ
ータから体内負荷 1-コンパートメント速度論(body burden 
one-compartment kinetics)アプローチで、米国 EPAは疫学研究から推
定された血中濃度の PBPKモデルであった。 
・SCFと JECFAは不確実係数 3を、米国 EPAは不確実係数 10を適
用。結果として、米国 EPAの RfDは、SCFと JECFAの TWI/PMTI
よりも 3倍低くなる。 
・包括的なリスク評価を実施することが適切とした。 
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項目   内容 参考
文献

    

欧州食品安全機関(EFSA)(2018) 
長期的な蓄積があることから耐容週間摂取量（TWI）を設定した。 
欧州委員会は、ダイオキシン類やダイオキシン様 PCB類に関して、
SCF, JECFA, 米国 EPAのガイダンス値の違いを指摘。これらの違い
に基づき、包括的なリスク評価が必要という背景（EFSA, 2015）から、
TWIを再評価している。 
 
ダイオキシン類及びダイオキシン様 PCB 
新設定した耐容週間摂取量(TWI)：2 pg-TEQ/kg体重/週 
セベソ事故後調査に加え、新しい疫学研究（ロシア児童調査）や毒性
データ、精度の高い摂取量の予測モデルを入手できたため 14 pg/kg
体重/週(EFSA, 2001)の 7分の 1の設定になった。 
 
設定の根拠： 
セベソ事故後調査（Mocarelliら, 2008、Mocarelliら, 2011）に加え、
ロシアの子供調査（Mínguez-Alarcónら, 2017）の疫学データを適用
して、ヒトで観察された影響をもとにリスク評価をすることに決め
た。 
 
重要な影響（エンドポイント）を、Mínguez-Alarcónら（2017）によ
るヒトの生前生後ばく露後の精子の質の低下とし、この NOAEL=7.0 
pg WHO2005‐TEQ/g血清脂肪を TWI導出のための参照値として適用
した。 
 
新しいばく露量予測モデル(※CADM)を用いて、母乳からのばく露期
間が 12ヶ月の場合に、母乳由来のばく露と、離乳後の子供のばく露
量が成人の 2倍多いことを考慮した結果、NOAELに達しないために
は青少年と成人の毎日のばく露量が それぞれ 0.25 pg-TEQ/kg体重/
週以下、1.75 pg-TEQ/kg体重/週以下であるべきと推定された。 
※Concentration- and Age-Dependent Model (CADM)の改良版 
 
CONTAMパネル（フードチェーンにおける汚染物質に関する科学パ
ネル）は、重要な血中濃度の推定等の不確実性を考慮して 1.75を丸
め、TWIを 2 pg-TEQ/kg体重/週とした。 

17, 
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  ②米国 

米国環境保護庁(EPA)(2012) 
TCDD 
参照用量(RfD)：0.7 pg/kg /日* 
 
疫学研究データを用いて RfDを設定している。 
 
主要な２疫学研究： 
Baccarelliら (2008)による、セベソ事故で母体ばく露による新生児の
TSHの増加と、Mocarelliら (2008)による、セベソ事故で幼少期ばく
露後の男性生殖機能の影響（精子数と運動性の減少）に基づく LOAEL 
0.020 ng/kg/日*に、不確実係数 30（UFL（LOAEL採用）=10と UFH
（ヒトの個体差）=3の積）を適用して、7×10-10 mg /kg/日*の RfDを
設定した。 
 
*原典記載どおり。 
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項目   内容 参考
文献

    

米国環境保護庁(EPA)(2018) 
Davis, Allen. (2018)の意見投稿（個人の見解） 
【EPAと EFSAのガイダンス値（耐容摂取量）の相違を指摘】 
EPAと EFSAのガイダンス値の違いを説明。ベンチマーク用量(BMD)
のモデルが異なる。 
ガイダンスのフレームワークの相違点と類似点の両方をカバーし、方
法の調和をとるための継続的な取り組みが必要。 
 
EPA(2019) 
Davis, Allen. (2019)の意見投稿（個人の見解） 
【EPAと EFSAのガイダンス値（耐容摂取量）の相違を指摘】 
モデリングの選択の実例とリスク評価に対するその結果を示し、米国
とヨーロッパの主要な規制機関間のモデリングガイダンスの違いを
強調。 
オランダ国立衛生環境研究所(RIVM)／EFSAは量子エンドポイントの
モデル平均化を、EPAはベイジアン手法を利用した代替アプローチを
用いている。 

53, 
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 ③ 
その他 

英国食品基準庁(FSA)(2001) 
ダイオキシン及びダイオキシン様 PCB 
TDI：2 pg-TEQ/kg体重/日 
 
EFSAや JECFAでは 1週間や 1ヶ月あたりの耐容量として勧告して
いるが、TDIとして表現する方が適切で、わかりやすいという理由で、
TDIを設定している。 
 
ラットの雄児による１日精子産生低下に基づくLOAEL 25 ng/kg体重*
の報告(Faqiら, 1998)を適用。 
最も感受性が高い時期である妊娠 16日の母体の体内負荷量 33 ng/kg
体重*に対し、不確実係数 9.6、半減期 7.5年、吸収率 0.5を用いて、
ヒトの一日摂取量 1.7 pg-TEQ/kg体重/日を算出。 
これをまるめて、TDI 2 pg-TEQ/kg体重/日を設定した。 
※FSAは母親ラットの感受性に注目している。 
 
＊原典記載どおり。 
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ドイツ連邦リスク評価研究所(BfR)(2018) 
EFSA(2018)の TWI=2.0 pg-TEQ/kg体重/週に対し、評価をさらに最適
化するために、ダイオキシン及びダイオキシン様 PCBに関する研究
活動を強化する EFSAの提案を歓迎する。 

55 

    

スウェーデン食品庁(NFA)(2018) 
EFSA(2018)の TWI=2.0 pg-TEQ/kg体重/週の包括的な新評価が、スウ
ェーデンで国民にとって何を意味するかを詳しく調べていくことを
発表。 

56 

8. リスク管理措置（基準値）   

(1)国内 

ダイオキシン類対策特別措置法により環境基準及び排出基準を定め
ている 
大気：年平均 0.6 pg-TEQ/m3以下 
水 質 （水底の底質を除く。）：年平均 1 pg-TEQ/L以下  
水底の底質：150 pg-TEQ/g 以下 
土  壌：1,000 pg-TEQ/g以下 

1 
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項目   内容 参考
文献

    
廃棄物焼却炉、製鋼用電気炉、鉄鋼業焼結施設、亜鉛回収施設、アル
ミニウム合金製造施設の大気排出基準を定めている。 
特定施設の排出水の排出基準値を定めている。 

1 

(2) 
諸外国 ①EU 

欧州連合(EU)(2011, 2013, 2015) 
EU規制では、食品中の最大基準値を定めている。 
 

食品群 
PCDD+PCDF 
(TEQ換算値) 

 

PCDD+PCDF 
+Co-PCB 

(TEQ換算値) 
肉及び肉製品 
 （以下に由来する） 

    

牛科の動物、羊 2.5 pg/g脂肪 4.0 pg/g脂肪 
家禽 1.75 pg/g脂肪 3.0 pg/g脂肪 
豚 1.0 pg/g脂肪 1.25 pg/g脂肪 

陸生動物の肝臓及び派生製
品 

0.30 pg/g湿重量 0.50 pg/g湿重量 

羊の肝臓及び派生製品 1.25 pg/g湿重量 2.00 pg/g湿重量 
魚類の筋肉及び水産製品及
びそれらの製品（野生のウ
ナギ、アブラツノザメ
(Squalus acanthias)、通し
回遊魚以外の野生の淡水魚
類、魚の肝臓とその派生製
品、水産物油脂を除く）  

3.5 pg/g湿重量 6.5 pg/g湿重量 

通し回遊魚以外の野生の淡
水魚類の筋肉及び水産製品
及びそれらの製品  

3.5 pg/g湿重量 6.5 pg/g湿重量 

野生のアブラツノザメ
(Squalus acanthias)の筋肉
とその派生製品 

3.5 pg/g湿重量 6.5 pg/g湿重量 

野生のウナギ(Anguilla 
anguilla)の筋肉及びその製
品  

3.5 pg/g湿重量 10.0 pg/g湿重量 

魚の肝臓及その派生製品
（後項目の水産物油脂に関
するものを除く）  

―   20.0 pg/g湿重量 

食用水産物油脂（魚油、肝
油及びその他）   

1.75 pg/g脂肪 6.0 pg/g脂肪 

生乳及び乳製品(バター脂
を含む)   

2.5 pg/g脂肪 5.5 pg/g脂肪 

鶏卵及び卵製品   2.5 pg/g脂肪 5.0 pg/g脂肪 
動物性脂肪        

牛科の動物、羊 2.5 pg/g脂肪 4.0 pg/g脂肪 
家禽 1.75 pg/g脂肪 3.0 pg/g脂肪 
豚 1.0 pg/g脂肪 1.25 pg/g脂肪 

混合動物性脂肪  1.5 pg/g脂肪 2.50 pg/g脂肪 
植物性油脂   0.75 pg/g脂肪 1.25 pg/g脂肪 
乳幼児用食品  0.1 pg/g湿重量 0.2 pg/g湿重量 

 
 

35, 
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欧州連合(EU)(2013) 
EU規制では、調査・対策開始の目安となる食品中の存在量の対策レ
ベルを定めている（表 5）。 
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項目   内容 参考
文献

  ②米国 

米国環境保護庁(EPA) 
安全飲料水法（SDWA）の下で飲料水中のダイオキシンの最大汚染濃
度を規制している。 
 
第 1種飲料水規則（健康に関わる水質基準規制） 
2,3,7,8-TCDD：フェーズ V規則の合成有機汚染物質として規制 
MCLG：0 mg/L 
MCL：0.00000003 mg/L 
 
※MCLG:最大許容濃度の目標値。これ以下では、健康への既知または
予想されるリスクがない飲料水中の汚染濃度。既知のがんの原因とな
る汚染物質の場合、MCLGはゼロに設定される。 
※MCL: 飲料水中の最大許容濃度。  

39 

9. リスク管理措置（基準値を除く。汚染防止・リスク低減方法等も記載）   

(1)国内   

ダイオキシン類対策特別措置法(1999年) 
ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準（TDI、大気、水質
及び 土壌の環境基準）を設定し、排出ガス及び排出水に関する規制、
廃棄物焼却炉に係るばいじん・焼却灰等の適正 処理、汚染土壌の除
去等の措置等を実施する。 

5 

    

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」(2017年改正) 
農業で直接必要な焼却等の例外を除き、野外焼却を禁止している。ま
た、排出ガス濃度が規制されて いない小型の廃棄物焼却炉について
も 800 度以上でごみを燃焼でき、温度計や助燃装置等を備えた構造
をもつ焼却炉であることが必要とされている。 

6 

    

環境省(2012) 
「我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を
削減するための計画」は、近年の削減目標を達成できたことから、今
後は５年ごとに目標達成状況の評価を実施することに変更した。 

43 

    

環境省(2016) 
・「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約 に基づく国内
実施計画」として、非意図的生成物の排出削減のための行動計画 、
廃棄物の適正管理及び処理のための取組、汚染された場所を特定する
ための戦略 等を定めている。 
・POPs条約による国内実施計画 
大気汚染防止法及び廃棄物処理法及び環境基準による監視を実施。 
過去にダイオキシンを含む事が明らかになった農薬製品の回収・保
管。土壌の汚染調査を実施。土壌の無害化を実施。 

4 
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項目   内容 参考
文献

  

環境省(2014) 
ダイオキシン対策： 
・産官学の連携による調査研究と技術開発 
ダイオキシン類の環境中での挙動や健康影響の評価、生物への影響等
に関する調査研究を実施するとともに、廃棄物の適正な焼却技術等や
汚染土壌の浄化技術、ダイオキシン類の無害化・分解技術、測定分析
に関する技術等の開発を行った。 
・排ガス規制と焼却施設の設備 
1997年に「ダイオキシン対策推進基本指針」を策定し、政府一体と
なってダイオキシン類の排出量を大幅に下げる等の各種対策を推進
した。1999年には、ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びそ
の除去等のため、「ダイオキシン類対策特別措置法」を制定。 
・対策技術の開発と焼却施設の整備、及び規制の強化を行った結果、
2011年の廃棄物焼却施設からのダイオキシン類排出量は1997年に比
べ約 99％減少した。 
・ダイオキシン類の排出量 
適正処理の推進により、ダイオキシン類の排出を抑制し、健康被害発
生を抑止した。 

3 

    

環境省(2019) 
ダイオキシン類の排出インベントリーについては、「ダイオキシン対
策推進基本指針」及びダイオキシン類対策特別措置法に基づき定めら
れた「我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量
を削減するための計画」に基づき、毎年整備することとなっている。 
 
ダイオキシン類削減目標量は、当面の間、176 g-TEQ/年とされている。 
直近の平成 29年の削減目標量に対する排出量は 103 g-TEQ/年で、こ
の目標量を下回っており、着実に減少している。 

8 

    

農林水産省 
食品供給行程においてどの様な有害化学物質や有害微生物がどの程
度農林水産物等に含有されているのかを調査する（汚染実態調査）。
調査対象とする有害化学物質や有害微生物の選定を、「農林水産省及
び厚生労働省における食品の安全性に関するリスク管理の標準手順
書」（平成 17年 8月公表）に基づき行っている。 

42 

    

農林水産省(2016) 
優先的にリスク管理を行うべき有害化学物質リストに、一次産品に含
まれる危害要因としてダイオキシン類（コプラナーPCB含む）を記載。
（平成 28年 1月 8日現在） 
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(2) 
国際機関   

世界保健機関(WHO)(2016) 
・ダイオキシンのばく露の防止と制御の最良な方法は、焼却である。
焼却は PCBベースの廃油も破壊できる。焼却処理は 850 ℃以上の高
温が必要ある。大量の汚染物質を破壊する場合は、1000 ℃以上の高
温が必要である。 
・人体へのばく露の防止と低減は工業プロセスの厳密な制御を介して
行うのが最善である。コーデックス委員会は、2001年に化学物質に
よる食品の汚染を低減するための発生源管理対策に関する行動規範
(CAC/RCP 49-2001)、2006年に食品及び飼料の汚染(CAC/RCP 
62-2006)を採択している。 

16 
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項目   内容 参考
文献

    

世界保健機関(WHO) (2016) 
・ダイオキシン排出量の削減のため、食料供給を保護することが重要
である。肉と乳製品、魚介類等の食料食物連鎖全体を通じて、食物供
給の二次汚染を避ける必要がある。 
・汚染値が許容レベルを超えないようにするため、食品及び飼料の汚
染監視システムを設置する必要がある。汚染が疑われる場合は、各国
は汚染された飼料や食物を特定し、拘留及び処分のための緊急時対応
計画を立てるべきである。 
・消費者については、肉から脂肪を取り除き低脂肪乳製品を消費する、
またバランスの取れた食事（適切な量の果物、野菜、穀物を含む）を
とると、ばく露のリスクを減らせる可能性がある。 
・環境や食品中のダイオキシンの特定に、生物学的（細胞または抗体）
ベースのスクリーニング法が開発されている。 

16 

    

世界保健機関(WHO) (2016) 
・WHOは、地球環境モニタリングシステムの食品汚染モニタリング
及び評価プログラム「GEMS/Food」の責任機関として、食品中の汚
染物質濃度とその傾向に関する情報を提供している。 
・WHOは、母乳中のダイオキシン濃度について定期的な調査を実施。
WHOと国連環境計画(UNEP)は、「ストックホルム条約」（※）に基
づいて、ばく露対策の有効性を監視するため、発展途上国を含む世界
的な母乳調査に取り組んでいる。 
※「残留性有機汚染物質(POP)の排出量を削減する国際協定」：対象
物質にダイオキシン類が含まれる。 

16 

    

コーデックス委員会(Codex)(2001) 
Codexは、2001年に「化学物質による食品の汚染を低減するための
発生源管理措置に関する実施基準」（CCCF委員会, CAC/RCP 
49-2001）を採択した。 
国家食品管理当局は、潜在的・実際の食品問題を通知し、適切な予防
措置（a）汚染源を除去または制御する手段、（b）汚染物質レベルを
低減する処理、（c）汚染された食品を特定し、人間が消費する食品
から分離する手段）を講じるように奨励する。 

58 

    

コーデックス委員会(Codex)(2006) 
Codexは、2006年に「食品及び飼料中のダイオキシン類及びダイオ
キシン様PCBの汚染防止及び低減に関する実施規範（CXC 62-2006）」
を制定し、適切な農業慣行、適切な動物への給餌慣行、飼料中のダイ
オキシンとPCBを効果的に削減するための適正製造の実施を定めた。
2018年に、非ダイオキシン様 PCB類（ポリ塩化ビフェニル類）の管
理のための規定を含むよう実施規範を改定した。 

59 

(3) 
諸外国 ①EU 

欧州連合(EU)(2015) 
EUは、ペンタクロロフェノール及びダイオキシン類の汚染リスクに
よりインド産又はインドから出荷されたグアーガムの輸入規制を継
続。汚染源がまだ除去されていないため、輸入規制の対象を、インド
産又はインドから出荷された飼料用及び食品用グアーガムの含有量
が 20％を超える配合飼料及び食品の積荷に拡大する規則にした。
(2015年 2月 6日) 

60 

    

欧州連合(EU)(2016) 
EUは、バルト地域産魚類及び魚類製品中のダイオキシン類、ダイオ
キシン様PCB類及び非ダイオキシン様 PCB類の存在について継続監
視が必要と勧告した。（2016年 5月 4日） 

61 



41 

項目   内容 参考
文献

    

欧州食品安全機関(EFSA)(2013) 
EFSAは、食肉検査に関する現行手法の見直し及び改善提言を公表。
従来の食肉検査方法は、カンピロバクターやサルモネラ属菌、また、
難分解性の有機汚染物質、禁止物質等の化学物質による汚染等の食肉
での主なハザードを検出するのに必ずしも適しているとはいえない
とした。これを受けて、欧州委員会は EUにおける食肉検査方法を近
代化することを決定した(2013年 6月 27日)。 
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欧州食品安全機関(EFSA)(2018) 
魚粉中のダイオキシン類及び PCB類の含有量を低減するための除染
工程（(1)魚油の抽出、(2)活性炭を用いたろ過及び吸着、(3)除染され
た魚油との置換から構成）は、2015年 5月 19日の委員会規則(EU) 
2015/786で定める許容基準を遵守している、と結論づけた。 
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  ②米国 

米国環境保護庁(EPA) 
有害物質規制法(Toxic Substances Control Act(TSCA))15 U.S.C. §
2601 et seq. (1976) 
第 8条(e) 
化学物質（ダイオキシンを含む）または混合物を製造（輸入を含む）、
処理、または流通させる者や、物質または混合物が健康または環境へ
の傷害の実質的なリスクを示すという結論を合理的に裏付ける情報
を得ている者は、直ちに EPAに通知する。 
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米国環境保護庁(EPA) 
ダイオキシンばく露イニシアチブ(Dioxin Exposure Initiative(DEI)) 
活動終了。ダイオキシン管理戦略の実施をサポートした調査プロジェ
クトで、DEIの成果物はサイトで確認できる。 
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10. 参考情報（各異性体の一例を以下に示す） 

PCDD 物質名
(IUPAC) 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin 66 

 

CAS登
録名／
CAS登
録番号 

2,3,7,8-tetrachlorodibenzo[b,e][1,4]dioxin/1746-01-6 46 

 
分子式
／構造
式 

C12H4Cl4O2 

 
PCDDの基本構造式 

 

 

 

 

 

 

 

 

1, 
46 

 性状 無色～白色の針状結晶 67 
 融点 305～306℃ 67 
 沸点 データなし  
 比重 1.8 g/cm³ 67 
 溶解度 水への溶解度： 溶けない 67 

PCDF 物質名
(IUPAC) 2,3,4,7,8-pentachlorodibenzofuran 66 
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項目   内容 参考
文献

 

CAS登
録名／
CAS登
録番号 

2,3,4,7,8-Pentachlorodibenzofuran/57117-31-4 46 

 
分子式
／構造
式 

C12H3Cl5O 
 
PCDFの基本構造式 

 
 
 
 
 
 
 
 

1, 
46 

 性状 固体 46 
 融点 195-196 °C 46 
 沸点 データなし  
 比重 データなし  
 溶解度 水への溶解：2.36×10-4 mg/L（22.7℃） 46 
Co-PCB 物質名

(IUPAC) 1,2,3-trichloro-5-(3,4-dichlorophenyl)benzene 66 

 CAS登
録名／
CAS登
録番号 

3,4,5,3',4'-Pentachlorobiphenyl/57465-28-8 46 

 

分子式
／構造
式 

C12H5Cl5 

 
Co-PCBの基本構造式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

PCBsの中でベンゼン環が同一平面上にあって扁平な構造を有するも
のを「コプラナーPCB」という。 
なお、PCBsの中には、同一平面上にない構造を有するものについて
もダイオキシンと似た毒性を有するものがあり、我が国では現在、こ
れらも併せてコプラナーPCBとして整理している。 

1, 
46 

 性状 固体 46 

 融点 160-161℃ 46 

 沸点 データなし  

 比重 データなし  

 溶解度 水への溶解：1.03×10-3 mg/L（25℃） 46 

調製・加工・調理に
よる影響 

ダイオキシン類は油脂に溶けやすく、魚介類中の濃度は脂肪含有量と
関係がある。加工調理過程における加熱による分解はない。 2 
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項目   内容 参考
文献

厚生労働省(2008) 
調理加工により、小松菜、魚（サバの切り身）、牛肉のダイオキシン
濃度は低減した。 
小松菜の減少理由は、水洗浄及び煮沸処理により表表面に付着したダ
イオキシン類が洗い落とされたためと考察された。 
魚と牛肉の場合も減少傾向であったが、調理（焼く、煮る）した一部
にダイオキシン類の濃度が増加傾向にあった。これはダイオキシン類
の減少以上に試料の水分減少（重量減少）の寄与が大きく、見かけ上
ダイオキシンが濃縮された結果と考えられた。 
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ファクトシート更新案 
 

 
ヒスタミン（概要） 

1. ヒスタミンとは 

 ヒスタミン（Histamine）は、食中毒の原因となる化学物質で、アミノ酸であるヒスチジ
ンから生成されます。遊離のヒスチジンは、マグロ、カツオ、サバ等の赤身の魚で、白身

の魚に比べて多く含まれています。これらの魚を常温に放置する等、不適切な管理が行わ

れた結果、細菌（ヒスタミン生成菌）が増殖し、この細菌が持つヒスチジン脱炭酸酵素に

よって、遊離ヒスチジンからヒスタミンが生成します。 
 ヒスタミンを多く含む魚やその加工品を食べることで、アレルギーに似た症状を発症す

ることがありますが、これはアレルギーによる症状ではなく、ヒスタミンを多く含む食品

を食べたことによる食中毒です。ヒスタミンは熱に安定であることから、一度生成される

と加熱調理によっても分解されず、食中毒の原因となります。ヒスタミンは、魚やその加

工品のほか、ワインやチーズ等の発酵食品にも含まれていることがあります。 
 
 ヒスタミン生成菌は、中温性の腸内細菌科細菌①や、海洋や魚の体表・腸管に存在する

中温性と低温性のビブリオ科細菌②等、多くの種類の細菌があります。 
 ヒスタミン生成菌が持つヒスチジン脱炭酸酵素は、加熱によって不活化されます。一方、

冷凍状態では、ヒスチジン脱炭素酵素は働きませんが、解凍後に急速に働き出し、ヒスタ

ミンの生成が進むという報告もあります。ヒスタミン食中毒を防ぐには、ヒスタミン産生

菌をつけない・増やさないことで本酵素を制御することが大切です。 
 ヒスタミン食中毒を防ぐには、魚を捕獲してから最終製品を喫食するまで一貫した衛生

管理、特に温度管理が重要です。魚を保存する場合は、速やかに冷蔵・冷凍し、常温での

放置時間を最小限とする衛生管理の徹底が必要です。 
 
 2009 年 1 月に札幌市の小学校で患者数 259 人のヒスタミンを原因とする食中毒が発生
する等、最近は保育所や学校が関係する給食施設を原因施設とする大規模な食中毒の発生

が目立っています。 
 そのため、食品安全委員会、厚生労働省、農林水産省、文部科学省等がヒスタミン食中

毒を防ぐための資料を作成しています。また、海外においても、ヒスタミン食中毒の発生

報告が多く、国際連合食糧農業機関（FAO）/世界保健機関（WHO）合同専門家会議や欧
州食品安全機関（EFSA）、米国食品医薬品庁（FDA）等が、ヒスタミン食中毒に関する資
料を作成しています。 
  

                                                  
① モルガン菌(Morganella morganii等)、ハフニア菌(Hafnia alvei)、ラオウルテラ菌
(Raoultella planticola)等 
② ビブリオ科(Photobacterium phosphoreum)等 
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2. 科学的知見 

 ヒスタミンを多く含む食品を摂取した場合、アレルギー様の症状を呈することがあり

ます。通常、食後数分～30 分位で顔面（特に口の周りや耳たぶ）が紅潮し、頭痛、じん
ま疹、発熱等の症状を呈しますが、たいてい 6～10 時間で回復します。重症になること
は少なく、抗ヒスタミン剤の投与により速やかに治癒します。日本や EU、米国の食中毒
報告③において、死亡例は報告されていません。 
 一般的には、食品 100 g当たりのヒスタミン量が 100 mg以上の場合に発症するとされ
ていますが、実際には摂取量が問題であり、食中毒事例から発症者のヒスタミン摂取量

を計算した例では、大人一人当たり 22～320 mgと報告されています。 
 ヒスタミンに対する耐性は個人差があります。また、個人の体調（月経、消化器疾患、

薬投与）でヒスタミン代謝は変わります。喫煙・アルコール摂取はヒスタミン分解能を

減少させて、食中毒症状が出やすくなります。 
 外部から摂取されたヒスタミンは、主に、2つの酵素（ジアミンオキシダーゼとヒスタ
ミン-N-メチルトランスフェラーゼ）によって分解されます。ジアミンオキシダーゼは、
主に腸管に存在し、経口摂取されたヒスタミンの主要な代謝酵素です。ヒスタミンの最

終代謝産物は、68～80 %が尿中に排出されます。一部のヒスタミンは、未分解で糞便中
に残り、さらに幾分かは腸内細菌で分解されて、肺から二酸化炭素として排出されます。 
 
 我が国では、ヒスタミン食中毒は、図 1のように、毎年発生しており、患者数 100人
を超える年も少なくありません。 
 

 
図 1 我が国におけるヒスタミン食中毒発生状況（厚生労働省発表） 

 
 保育園や学校が関係する大規模な食中毒が発生しており、2015(平成 27)年には流通段
階における食材の不適切な取り扱いが原因で 87 名が発症するヒスタミン食中毒が、
2018(平成 30)年には保育園で 92 名が発症する食中毒が起きています。2015(平成 27)年

                                                  
③ 食中毒報告期間：日本 1998年～2018年、EU 2010～2015年、米国 1998～2015年 
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の事件では、ヒスタミン含量は、原材料（いわしすり身）3600～3900 mg/kg、調理品 2700
～2900 mg/kg であり、2018(平成 30)年の事件では、食材（マグロ）のヒスタミン量は
180～5300 mg/kg、調理品（まぐろの味噌がらめ）のヒスタミン量は 2300～3600 mg/kg
でした。 
 
 農林水産省の有害化学物質リスク管理基礎調査事業では、魚介加工品や発酵食品につ

いてヒスタミンの実態把握を行っています。分析の結果、魚介加工品では約 8 割の試料
でヒスタミン濃度が定量限界(30 mg/kg)未満でしたが、魚介加工品の塩干品や発酵食品で
は、サンマ丸干し 最大値 2500 mg/kg、サバ糠漬け 最大値 1900 mg/kg、しょうゆ 最大
値 1300 mg/kg等ヒスタミン濃度の高いものもあることがわかりました。また、国内で販
売された多くの農産物漬物中もヒスタミン濃度は低かったものの、みそ漬け 最大値 120 
mg/kg、しょうゆ漬け 最大値 100 mg/kg等、一部にヒスタミンが検出されるものもあり
ました。 
 

3. 諸外国及び我が国における状況 

 国際機関や諸外国のリスク評価機関がヒスタミンについてハザード評価を行っていま

す。 
 欧州食品安全機関(EFSA)では、ヒスタミンのヒトに対する無毒性量(NOAEL) ④である

50 mgから、急性参照用量(ARfD) ⑤を、健康な大人一人あたり 50 mgとしています。 
 WHO/FAO合同専門家会議では、EFSAが定めたヒトのヒスタミンの無毒性量(NOAEL)
である 50 mg（訳注：大人一食当たりの値）を採用しました。この量では健康なヒトで
ヒスタミンによる食中毒を発症する懸念はないと考えられています。また、各国の栄養

調査や魚・水産加工品の消費データから求めた一食あたりの魚類の最大摂取量 250 gと、
ヒスタミンの閾値 50 mgを基に、ヒスタミンの最大許容濃度を 200 mg/kgと算出してい
ます。 
 
 食品中のヒスタミン濃度については、国際機関等によって、基準値が定められていま

す。 
 コーデックス規格では、遊離ヒスチジン含量が高い魚種の冷凍品や缶詰、魚醬に対し

てヒスタミン濃度の基準を設定しています。また、欧州、米国、カナダ、オーストラリ

ア・ニュージーランドの各国においても、魚類やその加工品中のヒスタミン濃度の基準

を設定しています。 
 
 国内では、食品中のヒスタミン濃度の基準は設定されていませんが、各都道府県等に

おける食品流通等の実態や食中毒の発生状況等を踏まえ、国内に流通する食品や飲食店

                                                  
④ 無毒性量（NOAEL：No-Observed-Adverse-Effect Level）：ある物質をばく露された集団
において、検出可能な有害影響が発生しない最大の濃度または量のことである。 
⑤ 急性参照用量（ARfD：acute reference dose）：ヒトがある物質を 24時間又はそれより
短い時間経口摂取した場合に健康に悪影響を示さないと推定される一日当たりの摂取量。 
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等の監視指導が食品衛生法に基づき実施されています。また、食品安全委員会では、ヒ

スタミンによる食中毒の特徴、原因、予防法等について情報提供を行っています。 
 
 

4. ヒスタミンによる食中毒の予防のために 

 ヒスタミン食中毒を防ぐためには、魚を捕獲してから最終製品を喫食するまでの一貫

した衛生管理、特に温度管理が重要です。魚を保存する場合は、速やかに冷蔵・冷凍し、

常温での放置時間を最小限とする衛生管理を徹底することです。 
 一旦魚肉の中でつくられたヒスタミンは熱に強く分解されません。ヒスタミン生成菌

が持っているヒスチジン脱炭酸酵素は冷凍状態でも安定であるといわれています。この

酵素は冷凍の状態では働きませんが、4 ℃の冷蔵温度帯では活性があり、解凍後に急速
に働き出し、ヒスタミンの生成が進むという報告もあります。 
 腐敗臭等外観の状態とヒスタミン含有量には相関がなく、臭気が無くてもヒスタミン

含有量が高いもの、腐敗臭があってもヒスタミン含有量が少ないものがあるので注意が

必要です。 
 一般的な衛生管理も重要であり、食品製造機器・器具等を次亜塩素酸ナトリウムや界

面活性剤等を用いて十分に洗浄殺菌することも大切です。魚醬等発酵食品では、ヒスタ

ミンを産生しない発酵スターター⑥を利用することで、ヒスタミンの蓄積を防ぐことがで

きるという報告もあります。 
 
ヒスタミンによる食中毒の予防法としては、下記を徹底する事が大切です。 

(1) 魚を保存する場合は、速やかに冷蔵・冷凍し、常温での放置時間を最小限とする
衛生管理を徹底すること。 

(2) ひとたび蓄積されたヒスタミンは加熱をしても分解しないため、鮮度が低下した
おそれのある魚は食べないこと。 

(3) 自分が釣った魚でも、速やかにクーラーボックスに入れる等、常温に放置しない
ようにしましょう。 

(4) ヒスタミンが高濃度に蓄積されている食品を口に入れたときに唇や舌先に通常と
異なる刺激を感じる場合があり、その場合は食べずに処分すること。 

 
 
 

                                                  
⑥ 発酵させるために最初に加える菌 
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ファクトシート（ヒスタミン） 

項目   内容 参考 
文献 

1.名称／別名 ヒスタミン（Histamine）／Scombrotoxin   

2.関連情報 (魚にヒ
スタミンが産生され

るメカニズム、食品

中の増減（物理抵抗

性等）) 

ヒスタミンによる食中毒は、ヒスチジン(アミノ酸の一種）を多
く含む魚を常温に放置した結果、ヒスタミン生成原因菌の酵素

（ヒスチジン脱炭酸酵素)によりヒスチジンからヒスタミンが
生成され、そのような魚やその加工品を食べることにより発症

するアレルギー様の食中毒である。 

1, 3 

ヒスタミンの生成には微生物が深く関与しているが、わが国の

全国食中毒事件録では化学性食中毒として分類されている。 
ヒスタミンは熱に安定であることから、微生物による食中毒と

は異なり、焼き物や揚げ物等の加熱済みの食品でも食中毒が発

生する。 

2 

ヒスタミンによる食中毒はほとんどが魚介類によるものであ

る。イワシ、マグロ、カジキ、ブリ、アジ等一般にヒスチジン

を豊富に含む赤身の魚やその加工品が原因となる。 

3 

CODEX では、ヒスタミン中毒を起こす魚類として、サバ、サ
ンマ、ニシン、シイラ、オキスズキ、マグロ類及びカツオ、イ

ワシがあげられている。 

4 ～

13 

国内における 1998～2008年のヒスタミン食中毒事例の届出件
数のうち、最も事例数が多かった魚種は、マグロ（33 ％）で
あり、次いでカジキ（18 ％）、サバ（13 ％）であった。 

2 

近年、食の安全安心志向の高まり、加工残渣の有効利用等の観

点から、魚介類を原料とした天然発酵調味料（魚醤油)の製造量
が激増している。一般的な魚醤油は原料魚に終濃度 20 ％程度
の食塩を加え、1 年以上発酵させたもので、麹等を使用する製
法も知られている。しかし、発酵調味料製造過程において、ヒ

スタミンが蓄積することがある。 

14 

ヒスタミンによる食中毒は主に魚による場合が多いが、魚以外

では、チーズ、鶏及びザワークラウト等によるヒスタミン食中

毒も報告されている。この他、ワイン及びビール等のアルコー

ル類、ソーセージ及びサラミ、味噌、醤油、納豆、トウチ及び

キムチ等の発酵食品からもヒスタミンが検出されており、食中

毒への関与の可能性が示唆されている。 

2 

ヒスタミンの前駆物質となる遊離ヒスチジン含量が白身魚では

数 mg～数十mg/100 gであるのに対し、赤身魚では 700～1800 
mg/100 gと非常に高い。 

15 
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項目   内容 参考 
文献 

ヒスタミン生成菌は、antiporterにより細胞外からヒスチジンを
取り込み、ヒスチジン脱炭酸酵素によりヒスチジンからヒスタ

ミンを生成し、再び antiporter により細胞外にヒスタミンを分
泌する。 

16 

ヒスチジン脱炭酸酵素の至適 pH は、5.5～6.5 であるため、
pH5.5～6.0の赤身魚の筋肉ではヒスタミンを生成しやすい。 

17 

ヒスタミン生成菌は、強いヒスタミン生成能を有する腸内細菌

科で中温性細菌 Morganella morganii の他、よく検出される細

菌には、海洋性のビブリオ科で低温性細菌の Photobacterium 

phosphoreum等、多種多様である。 
鮮魚やその加工品のヒスタミン生成菌は、グラム陰性の腸内細

菌科細菌 (Morganella morganii、Raoultella planticola)やビブリ
オ科細菌(Photobacterium phosphoreum) が多数を占め、発酵
食品のヒスタミン生成菌はグラム陽性の Tetragenococcus spp.
や Staphylococcus spp. が知られている。 

16 

ヒスタミン生成菌は、新鮮な魚のエラ、腸、体表に存在する。

魚類の組織には遊離のヒスチジンが存在するため、魚獲後すぐ

に、ヒスタミン生成菌の作用は開始する。ヒスタミン生成菌は、

至適な温度下では急激に増殖しヒスタミンを生成する。 

18 

多くのヒスチジン脱炭酸酵素は、冷凍・加熱によって活性を阻

害できる。 
18 

しかし、一部のヒスチジン脱炭酸酵素は、凍結によっても活性

を維持する場合がある。 
16 

ヒスタミンは、熱に安定であり、加熱調理によっても分解しな

いため、一度生成すると食中毒の原因となる。 
19 

冷凍魚を解凍する際に、20 ℃で解凍するとヒスタミン量は、
20時間で急激に増加する。 

20 

ヒスチジン脱炭酸酵素（HDC）活性の至適温度は 30～40 ℃、
至適 pH は 6.0～7.0 で菌種により異なる。また、HDC 活性が
-20 ℃で凍結した場合に保持されることや、HDCの耐熱性が高
いものもあることが報告されている。 
4℃～30 ℃でHDCによって 500 ppm以上のヒスタミン蓄積が
観察されている。 

16 

3.注目されるように
なった経緯 (中毒
事例含む) 

2009(平成21)年 1月に札幌市の小学校で患者数259人の食中毒
が発生する等、最近は保育所や学校が関係する給食施設を原因

施設とする大規模な食中毒の発生が目立っている。 

2 
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項目   内容 参考 
文献 

国内におけるヒスタミンによる食中毒の発生状況 
年 事件数 患者数 

2007 7 73
2008 22 462
2009 12 550
2010 6 32
2011 7 206
2012 9 113
2013 7 190
2014 7 61
2015 13 405
2016 15 283
2017 8 74
2018 20 355

（厚生労働省調べ） 
注：ヒスタミンによる食中毒の件数及び患者数は、厚生労働省

食中毒統計による「化学物質」の内数 

21 

2018(平成 30)年、保育所の給食を食べた 702名中 92名でヒス
タミン食中毒を発症した。食材（マグロ）のヒスタミン量は 180
～5300 mg/kg、調理品（まぐろの味噌がらめ）のヒスタミン量
は 2300～3600 mg/kgであった。 

22 

2015(平成 27)年、流通段階における食材の不適切な取り扱いを
原因とするヒスタミン食中毒が給食により発生した。87人が発
症し、ヒスタミン含有量は原材料（いわしすり身）3600～3900 
mg/kg、調理品 2700～2900 mg/kgであった。 

23 

欧州食品安全機関（EFSA） 
EUにおける 2010年～2015年のヒスタミン食中毒を調査した。
2015年の原因食品は魚類・水産製品が 166人（20件）、チー
ズ 16人（2件）である。 

24 

4. 毒性に関する科学的知見（国内/国際機関/諸外国）   

(1)体内動態（吸収～
排出までの代謝） 

ヒスタミンは複数の経路で分解される。ジアミンオキシダーゼ

により酸化的に脱アミノ化され、イミダゾールアセトアルデヒ

ドとイミダゾール酢酸になるか、ヒスタミン-N-メチルトランス
フェラーゼによりメチル化されてメチルヒスタミンとなる。 
 放射標識を施したヒスタミンの経口投与試験によると、投与

した放射能の 68～80 ％が尿中で回収され、一部は未分解で糞
便中に存在し、さらに一部は腸内細菌で分解されて、肺から放

射標識を有する二酸化炭素として吐き出された。 

25 
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項目   内容 参考 
文献 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO)合同専門家
会議(2013)によれば、ヒトおよび動物実験結果から、ヒスタミ
ンは、2つの酵素（diamine oxidase (DAO) と
histamine-N-methyltransferase (HMT)）によって主に代謝され
る。最終代謝産物は、尿中に排出される。 

18 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO)合同専門家
会議(2013)によれば、diamine oxidase(DAO)は腸管に存在する
ためヒスタミンの経口摂取による循環器系へ吸収を制限する。 
histamine-N-methyltransferase (HMT)は体内組織に広く存在し
肝臓＞結腸＞脾臓＞肺＞小腸＞胃の順に活性を有する。 

18 

(2)毒性 ①ばく

露経路

ヒスチジンを多く含む魚を常温に放置した結果、ヒスタミン生

成原因菌の酵素（ヒスチジン脱炭酸酵素）によりヒスチジンか

らヒスタミンが生成され、そのような魚やその加工品を食べる

ことによる。 

1, 26, 
27 

② 潜

伏・発

症期間

通常、食後数分～30分位で、顔面、特に口の周りや耳たぶが紅
潮し、頭痛、じんま疹、発熱等の症状を呈する。重症になるこ

とは少なく、たいてい 6～10時間で回復する。また、抗ヒスタ
ミン剤の投与により速やかに全治する。 
（注：潜伏期間については、文献 28（藤井, 食品衛生学雑誌, 
2006）に様々な事例が報告されている。ここでは、専門家の判
断により「数分～30分」とした。） 

28, 
29 

③症状 顔面、特に口のまわりや耳たぶが紅潮し、頭痛、蕁麻疹、発熱

等の症状を呈する。重症になることは少ない。 
3, 28

④致死

率 
国内のヒスタミン食中毒事例の届出（1998年～2018年）にお
いては、死亡者数は 0人であった。 

2, 31

欧州食品安全機関（EFSA）(2017)の報告によると、EUのヒス
タミン食中毒の報告(2010～2015年)で死亡報告はない。 

24 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO) 合同専門家
会議(2013)の報告によると、米国疾病管理予防センター(US 
CDC)のヒスタミン食中毒の報告(1998～2015 年)で、死亡報告
はない。 

18 

⑤その

他 
一般的には（注／ヒスタミンが）1000 mg/kg以上の食品で発症
するとされているが、実際には摂取量が問題であり、食中毒事

例から発症者のヒスタミン摂取量を計算した例では、大人一人

当たり 22～320 mgと報告されている。 
※原典単位は、mg/100g 

28 
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項目   内容 参考 
文献 

フランス食品環境労働衛生安全庁（ANSES）の報告によれば、
疫学データベースから、ヒスタミン含有量が 50 mg/kg 未満ま
では有害作用はない、50～200 mg/kgでは、軽度の中毒症状が
観察される。200～1,000 mg/kgで有害である可能性が高い。 

32 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO)合同専門家
会議(2013)の報告によると、ヒスタミンに対する不耐症には個
人差がある。遺伝的・後天的に diamine oxidase (DAO) と
histamine-N-methyltransferase (HMT)の機能障害がある場合、
ヒスタミンは、消化管で分解されないため、毒性を発症する。 

18 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO)合同専門家
会議(2013)の報告によると、ヒスタミンの代謝の低下は、個人
の生理的な状態（月経、胃腸障害、薬投与）によって生じる。 
ヒスタミン食中毒の発症や症状の程度は、年齢によることがあ

る。また、喫煙・アルコール摂取は生体アミンの分解能を減少

させ、それらに対する感受性が高くなる可能性がある。 

18 

国際連合食糧農業機関(FAO)/世界保健機関(WHO)合同専門家
会議(2013)の報告によると、生体アミンのカダベリンとプトレ
シンは、ヒスタミンの増強物質であり、ヒスタミンの毒性に影

響を与える。(カダベリン、プトレシンはそれぞれアミノ酸のリ
ジン、オルニチンから生成する) 

18 

カダベリン、チラミン、プトレシン、フェネチルアミンは、体

内においてヒスタミン解毒酵素の阻害、ヒスタミンの腸管吸収

を増強する。(カダベリン、チラミン、プトレシン、フェネチル
アミンは、アミノ酸から生成され、それぞれリシン、チロシン、

オルニチン、フェニルアラニンから生成される) 

33, 
34 

5.食品の汚染実態    

(1)国内 市販の鮮魚および魚介類加工品 637検体について調査をした結
果、66検体から 50～3400 mg/kgの範囲でヒスタミンが検出さ
れた。その 82 ％がいわし類であった。 
※原典単位は、mg/100g 

35 

東京都内のスーパー、デパート、一般小売店から購入した各種

魚醤油 55 検体について不揮発性アミン類を調査した結果、輸
入品ではヒスタミンは全体の 75 ％が 100 mg/kg未満の含有量
であり、最高値は 310 mg/kgであった。国産品では不検出のも
のが 6検体、100～200 mg/kgの範囲のものが 5検体と、含有
量の多いものと少ないものに二分することが判明した。最高値

は 380 mg/kgであった。 
※原典単位は、μg/g 

36 
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項目   内容 参考 
文献 

農林水産省：有害化学物質含有実態調査 
2010(平成 22)年度、有害化学物質リスク管理基礎調査事業（水
産加工品中のヒスタミン含有濃度実態調査）により、国内で販

売された水産加工品 536点を分析した。その結果、大半の試料
ではヒスタミン濃度が定量限界（30 mg/kg）未満であったが、
塩干品や発酵食品の一部にヒスタミン濃度が高いものがあるこ

とが分かった。（サンマ丸干し 最大値 2500 mg/kg、サバ糠漬
け 最大値 660 mg/kg） 

37 

農林水産省：有害化学物質のサーベイランス・モニタリング 
2011(平成 23)年度、有害化学物質のサーベイランス・モニタリ
ングにより、国内で販売された魚介加工品 1,028点を分析した
結果、約 8 割の試料でヒスタミン濃度が定量限界未満(30 
mg/kg)であった。しかし、一部の魚介加工品の塩干品や発酵食
品に ヒスタミン濃度の高いものがあることがわかった。魚介加
工品以外の発酵食品 440点を分析した結果、農産物漬物や発酵
乳等、みそは濃度が低いことがわかったが、しょうゆは、ヒス

タミン濃度の高いものがあった。（サンマ丸干し 最大値 2500 
mg/kg、イワシ丸干し 最大値 1700 mg/kg、サンマくん製品 最
大値 1100 mg/kg、サバ糠漬け 最大値 1900 mg/kg、しょうゆ 
最大値 1300 mg/kg） 

38 

農林水産省：有害化学物質のサーベイランス・モニタリング 
2015(平成 27)年度、有害化学物質のサーベイランス・モニタリ
ングにより国内で販売された農産物漬物 230 点を分析した。ヒ
スタミン濃度は、多くの農産物漬物では低かったが、一部に高

いものがあった。（みそ漬け 最大値 120 mg/kg、しょうゆ漬
け 最大値 100 mg/kg） 

39 

(2)国際機関 国際連合食糧農業機関（FAO）/世界保健機関（WHO）合同専
門家会議(2013) 
ヒスタミン中毒の原因であると考えられる種々の魚類が特定さ

れ、その中にはヒスタミン中毒を引き起こす可能性のある高濃

度のヒスチジンを含んだ魚類が含まれている。この情報の入手

を容易にするために、現時点でヒスタミン中毒に関係する魚類

を最も網羅的に掲載しているリストを作成した。 

18 
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項目   内容 参考 
文献 

(3)諸外国 ①EU 欧州食品安全機関（EFSA）(2011) 
欧州地域における主な食品中のヒスタミン濃度は以下のとおり

である。 
 
干アンチョビー 348 mg/kg 
魚醤 196～197 mg/kg 
ハードチーズ 25.2～65.1 mg/kg 
発酵野菜 39.4～42.6 mg/kg 
赤ワイン 3.6～3.7 mg/kg 
※平均濃度が高い品目を抜粋して記載 

40 

②米国 情報は見当たらない。   

③その

他 
（オーストリア）(2001-2006) 
オーストリアで売られている食品(全 1,817 検体)のヒスタミン
濃度を測定した。 
（単位：mg/kg湿重量） 

食品
1) 検体

数 
最小
濃度

%>LOQ 
2) 

%>200 
3) 

%>500 
4) 

最大 
濃度 

マ グ ロ
(生) 327 LOQ

以下
13.8 5.2 1.8 5,190  

イ ワ シ
(生)  51 LOQ

以下
19.6 17.6 11.8 1,510  

マ グ ロ
(缶詰) 177 LOQ

以下
7.9 1.7 1.1 6,070  

アンチョ
ビー (缶
詰) 

278 LOQ
以下

30.6 1.4 0.7 1,200  

1) 最大濃度が高い品目を抜粋して掲載 
2) ％＞LOQ（検出限界）：各食品の検体数に対する濃度が LOQ
を上回った検体数の割合 

3) ％＞200：各食品の検体数に対する濃度が 200 mg/kgを上回
った検体数の割合 

4) ％＞500：各食品の検体数に対する濃度が 500 mg/kgを上回
った検体数の割合 
※本文献中には、具体的な検出限界値の記載は無い 
 

41 

6.ハザード評価   

(1)国内 なし   
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項目   内容 参考 
文献 

(2)国際機関 国際連合食糧農業機関（FAO）/世界保健機関（WHO）合同専
門家会議(2013) 
ヒスタミンの無毒性量（NOAEL）である 50 mg（訳注：大人 1 
食当たりの値）が閾値として適切であるとの結論に至った。こ

の量では、健康なヒトでサバ科魚毒中毒症（ヒスタミンによる

食中毒）を発症する懸念はないと考えられる。また、ヒスタミ

ンは通常数時間以内に体内から排出されるため、魚類の継続的

摂取による累積的な影響もないとみられる。専門家の意見を取

り入れつつ、入手可能な魚類・水産製品の消費についてのデー

タを基に検討を行い、大半の国における（魚類・水産製品の）

1 食当たりの最大摂取量が 250g であるとの合意が得られた。
そこでヒスタミンの閾値 50 mg と 1 食当たりの最大摂取量
250 g を基に、ヒスタミン最大許容濃度を算出すると 200 
mg/kg になる。 

18 

国際連合食糧農業機関 FAO(2004) 
水産分野におけるリスク評価及びリスク管理の中の生鮮海産物

のリスク一覧表において、サバ科魚類のリスクを“medium”
と評価している。 

42 

(3)諸外国 ①EU 欧州食品安全機関（EFSA）(2011) 
「発酵食品の生体アミン生成のリスクに基づいたコントロール

に関する科学的意見」を公表している。文献や EU の摂取量デ
ータ等を用いて発酵食品に含まれる生体アミン（Biogenic 
amines: BA）の定性的リスク評価を行ったものである。リスク
評価の結果、「公開情報は限られているが、それらを基にして、

食品中のヒスタミン濃度が一人一食につき 50 mg（健康なヒト
の場合）では、有害健康影響は観察されていない(ヒスタミン不
耐症のヒトは一人一食につき検出限界以下の量)。」としている。
無毒性量(NOAEL): 50 mg, 急性参照用量 (ARfD): 50 mgとし
た。 

40 

②米国 情報はみあたらない   

③その

他 
CODEX委員会(2010) 
魚醤中のヒスタミン管理のためのガイドラインを作成するにあ

たっての基礎資料として妥当な科学的助言の要請を受けて、タ

イの魚醤中のヒスタミンについてのリスク評価を実施した。 
200 ppmの場合と 400 ppmの場合でのリスクを比較し、同程度
という結果となった。 

43 
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項目   内容 参考 
文献 

オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関

(FSANZ)(2005) 
水産物の一次生産及び加工の基準に関するリスク評価の中で、

ヒスタミンを“moderate”と評価（2005年）。Moderateとは、
「常に生命を危うくするものではなく、後遺症もなく、通常短

期間で症状は患者本人に限定的であるが、不快感は大きい」と

説明されている。 

44 

7.リスク管理(基準値)    

(1)国内 国内での規制値はない。   

(2)国際機関 CODEX委員会 
※原典表記は mg/100g 

CODEX 
最終改訂
年 

品目 品質基準 衛生基準 

36-1981
（2017） 

急速冷凍された
魚（骨付き及び骨
抜き） 

10 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

20 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

70-1981
（2018） 

マグロ類及びカ
ツオの缶詰 10 mg/100 g 20 mg / 100g 

94-1981
（2018） 

イワシ及びイワ
シ製品 10 mg/100 g 20 mg / 100 g 

119-1981
（2018） 魚類の缶詰 

10 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

20 mg / 100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

165-1989
（2017） 

急速冷凍された
魚の切り身ブロ
ック、魚のすり
身、及びそれらの
混合物 

10 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

20 mg / 100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

166-1989
（2017） 

急速冷凍された
フィッシュステ
ィック、魚の切り
身（パン粉又は衣
付き） 

10 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

20 mg /100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

190-1995
（2017） 

急速冷凍された
魚の切り身 

10 mg/100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

20 mg / 100 g 
（サバ,サンマ,
ニシン,シイラ,
オキスズキ） 

236-2003
（2013） 

塩漬けアンチョ
ビーの煮干 10 mg/100g 20 mg / 100 g 

244-2004
（2018） 

塩漬けニシン及
び塩漬けスプラ
ット 

10 mg/100g 20 mg / 100 g 

302-2011
（2018） 魚醤   40 mg /100g 

 
 

4 ～

13 
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項目   内容 参考 
文献 

(3)諸外国
等 

①EU ヒスチジン含有量が多い魚類由来の魚介類食品 
・１ロット当たり 9検体について検査を行い、以下のヒスタ
ミン量の基準で判定 

・全ての検体の平均値がヒスタミン 100 mg/kgを超えない 
・うち 2検体はヒスタミン 100 mg/kg以上 200 mg/kg未満で
も可 
・全ての検体がヒスタミン 200 mg/kgを超えない 
ヒスチジン含有量が多い魚類を塩水中で酵素による熟成工程を

経た魚介類製品（魚醤を除く。） 
・１ロット当たり 9検体について検査を行い、以下のヒスタ
ミン量の基準で判定 

・全ての検体の平均値がヒスタミン 200 mg/kgを超えない 
・うち 2検体はヒスタミン 200 mg/kg以上 400 mg/kg未満で
も可 
・全ての検体がヒスタミン 400 mg/kgを超えない 
魚醤（魚介類製品の発酵によって得られた液体） 
・１バッチ当たり 1検体について検査を行い、ヒスタミン 400 

mg/kgを超えない 

45, 
46 

ヒスタミンの規制について、ランダム試験を実施し、規制値を

守る事が要求されている。 
46, 
47,48

②米国 腐敗しているか否かを判断するための基準 
マグロ、シイラ：少なくとも2検体でヒスタミン濃度が50 mg/kg
以上 
マグロ、シイラ以外の魚：少なくとも 2検体でヒスタミン濃度
が 50～500 mg/kg 
・健康への有害影響：1検体が 500 mg/kg以上 
※原典単位は ppm 

28 

③その

他 
(カナダ) 
・アンチョビー、魚醤、発酵させた魚ペースト：200 mg/kg 
・その他魚類及び魚製品：100 mg/kg 
※原典単位は mg/100g 

49 

(オーストラリア・ニュージーランド) 
魚及び魚製品中のヒスタミン濃度の上限値：200 mg/kg 

50 
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項目   内容 参考 
文献 

(中国) 
厚生労働省「対中国輸出水産食品の取り扱いについて」（平成

21 年 11 月 10 日付け食安発 1110 第 1 号,改定通知平成 25 年
10月 17日付け食安発 1017第 1号） 
中国向け輸出水産食品の取扱要領に基づく衛生証明書を発行す

る際の検査基準としてヒスタミンが定められている。 
サバ（生鮮品・冷凍品）：1,000 mg/kg以下、その他の魚類（生
鮮品・冷凍品）：300 mg/kg以下 
※原典単位は mg/100g 

51 

8.リスク管理措置(基準値を除く。汚染防止・リスク低減方法等も記載)   

(1)国内 食品安全委員会 
ヒスタミン食中毒の対策について「魚を保存する場合は、速や

かに冷蔵・冷凍し、常温での放置時間を最小限とする衛生管理

を徹底する。ひとたび蓄積されたヒスタミンは加熱をしても分

解しないため、鮮度が低下した恐れのある魚は食べないこと。

また、ヒスタミンが高濃度に蓄積されている食品を口に入れた

ときに唇や舌先に通常と異なる刺激を感じる場合があり、その

場合は食べずに処分すること。」としている。 

1 

厚生労働省 
都道府県知事等は、必要があると認めるときは営業者その他の

関係者から必要な報告を求め、営業上使用する食品等の検査を

行うことができるとされており、国内に流通する食品や飲食店

等の監視指導は、各都道府県等における食品流通等の実態や食

中毒の発生状況等の地域実情を踏まえ策定した監視指導計画に

従って、施設への立入調査、製品の収去検査等を実施している。

（食品衛生法第 24条、第 28条） 

52 
 

厚生労働省 
魚肉練り製品及び容器包装詰加圧加熱殺菌食品に関し、総合衛

生管理製造過程※の承認を得た施設では、危害物質として、ヒ

スタミンが含まれないよう措置しなければならないとされてい

る。（食品衛生法第 13条、同施行規則第 13条第 2号イ及び別
表第 2） 
※総合衛生管理製造過程：HACCP の概念を取り入れた厚生労
働大臣による承認制度。 

52, 
53 
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項目   内容 参考 
文献 

厚生労働省 
「インドネシア産切り身魚類の取り扱いについて」（平成 20
年 12月 3日付け食安輸発第 1203001号）において、「検査の
結果、コーデックス基準における安全性指標である 200 ppm
（200 mg/kg）を超えてヒスタミンが検出された場合、輸入者
に対し当該貨物の積み戻し等を指導すること」としている。 
（注：この通知自体は、特定製造者の製造した切り身マグロに関して

ヒスタミンの自主検査の実施を指導するよう求めたもの） 

54 

厚生労働省 
ヒスタミン食中毒対策として、消費者・事業者向けに注意事項

を掲載している。 
「消費者へ 
・ 魚を購入した際は、常温に放置せず、速やかに冷蔵庫で保

管。 
・ ヒスタミン産生菌はエラや消化管に多く存在するので、魚

のエラや内臓は購入後できるだけ早く除去する。 
・ また、鮮度が低下した恐れのある魚は食べないようにする。

調理時に加熱しても分解されない。 
・ ヒスタミンを高濃度に含む食品を口に入れたときに、くち

びるや舌先に通常と異なる刺激を感じることがある。この

場合は、食べずに処分すること。 
事業者へ 
・ 魚を生のまま保存する場合は、すみやかに冷蔵、冷凍する

こと 
・ 解凍や加工においては、魚の低温管理を徹底すること 
・ 鮮度が低下した魚は使用しないこと 調理時に加熱しても

分解されない 
・ 信頼できる業者から原材料を仕入れる等、適切な温度管理

がされている原料を使用すること」 

19 

農林水産省 
優先的にリスク管理を行うべき有害化学物質のリストに、ヒス

タミンを掲載している。 

55 

農林水産省(2012) 
農林水産省が優先的にリスク管理を行う対象に位置付けている

危害要因としてヒスタミンを取り上げ、リスクプロファイルシ

ートとしてより詳細な説明を公開している。 

56 
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項目   内容 参考 
文献 

農林水産省 
「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」において、

2010年度より「バイオジェニックアミン類(生体アミン類)蓄積
抑制技術の開発による日本産水産物の競争力強化」研究を進行

中である。本研究は、生体アミン類（ヒスタミンを含む）が蓄

積しない製造・管理技術を開発し、日本産水産物の付加価値向

上、国際競争力の強化、食料自給率の増加に寄与することを目

的としている。 

57 

農林水産省 
農林水産省が優先的にリスク管理を行うべき有害化学物質のリ

ストにヒスタミンを取り上げ、サーベイランス・モニタリング

中期計画（2011(平成 23)～2015(平成 27)年度、2016(平成 28)
～2020(平成 32)年度）を作成し、2011(平成 23)年度から水産加
工品中、発酵食品中のヒスタミンのサーベイランス・モニタリ

ングを実施している。 

38, 
39 

（一社）大日本水産会 
ヒスタミン食中毒防止マニュアルを作成している。 

58 

(2)国際機関 国際連合食糧農業機関（FAO）/世界保健機関（WHO）合同専
門家会議(2013) 
ヒスタミン生成及びヒスタミン中毒の管理は容易に行うことが

できるとの結論を下した。ヒスタミン中毒のリスクを軽減する

最善の方法は、適正衛生規範(GHP)や HACCP システムを導入
することである。適正なサンプリング計画とヒスタミン検査に

より、HACCP システムの妥当性を検証し、管理手法の有効性
を確認し、システムの欠陥を検出すべきである。 

18 

CODEX委員会(2019) 
ヒスタミンの食品安全に関するサンプリングプラン作成が検討

されている。CODEX「分析・サンプリング部会」による「サ
ンプリングに関する一般ガイドライン」が策定されるまで検討

は延期されている。 

59 

(3)諸外国 ①EU フランス食品衛生安全庁（AFSSA）(現在：フランス食品環境
労働衛生安全庁（ANSES）(2009) 
ヒスタミン・サーベイランスプラン改善提案についての意見書

を提出した。 

60 

フランス食品環境労働衛生安全庁（ANSES）(2012) 
ヒスタミン中毒の原因、予防策等を記載したファクトシートを

作成している。 

61 
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項目   内容 参考 
文献 

②米国 米国食品医薬品庁（FDA）(2011) 
魚類・水産製品の加工業者による HACCPプランの作成を支援
するために「魚・水産製品ハザード及び管理ガイド：Fish and 
Fisheries Products Hazards and Controls Guidance」を公開し
ている。2019 年 8 月に第 4 版に改訂された。水産物のハザー
ドのひとつとして、ヒスタミン(原著は Scombrotoxin と記載)
があげられている。ヒスタミンの項は 2011年に作成された。 

28 

米国食品医薬品庁（FDA）(2012) 
食品中の病原微生物と天然毒素についてのハンドブック"Bad 
Bug Book" において、Natural Toxins のひとつとしてヒスタミ
ン(原著は Scombrotoxinと記載)が掲載されている。 

62 

米国食品医薬品庁（FDA）(2017) 
ヒスタミン食中毒(Scombrotoxin Poisoning)の概要と予防策、注
意事項について、解説をホームページで発表している。 

63 

米国疾病管理予防センター（CDC） 
食中毒サーベイランスデータを公表している。米国における近

年のヒスタミン中毒事例件数と患者数は 2009～2015年で、101
件（患者数 299名）であった。 

64 

米国疾病管理予防センター（CDC）(2011) 
海外旅行者向け医療情報冊子(Yellow Book)において、海産物毒
素からの食中毒」の項目においてヒスタミン(原著は Scombroid
と記載)情報を記載している。 

65 

③その

他 
英国食品基準庁（FSA）(2010) 
2010年夏、ヒスタミン食中毒(原著は scombrotoxic fishと記載)
が増えていることを受け、防止のためには喫食するまでの間の

微生物管理が重要であり、魚類や水産製品を適切に冷蔵する等

して、腐敗やヒスタミン生成を防ぐことが重要であることを、

ケータリング業者や消費者に注意喚起した。（2010） 

66 

オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ） 
2010～2019 年の食品リコールに関する情報を公表している中
で、原因の一つに「ヒスタミン等の生物毒」を挙げ、注意喚起

している。ヒスタミン食中毒は、生物毒の中で 3位である。 

67 

オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ） 
ヒスタミン食中毒について、症状、予防するための注意事項を

まとめている。 

68 

9.分類的特徴 －   

10.生態学的特徴 －   

11.生息場所 －   
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項目   内容 参考 
文献 

12.参考情報      

(1)物質名 IUPAC 2-imidazol-4-ylethylamine /  
2-(1H-imidazol-4-yl)ethan-1-amine 

69, 
70 

(2)CAS 登録名/CAS
登録番号 

1H-imidazole-5-ethanamine / 51-45-6 69 

(3)分子式／構造式 C5H9N3 

 
 

  

(4)物理化学的性状     

 ①性状 無色 針状結晶 無臭 71 

 ②融点（℃） 83-84 ℃ 71 

 ③沸点（℃） 209-210 ℃ （18 mmHg） 71 

 ④比重(g/cm3) データなし 71 

 ⑤溶解度 溶媒に対する溶解性 : 水、エタノールに溶ける。 71 

(5)前処理・加工・調
理による影響 

加熱調理によって、ヒスタミン産生菌は死滅し、酵素は不活化

するが、一旦魚肉の中でつくられたヒスタミンは熱に強くほと

んど分解されない。ヒスタミン生成菌が持っているヒスチジン

脱炭酸酵素は冷凍状態でも安定であるといわれている。この酵

素は冷凍の状態では働かないが、冷蔵温度帯では活性があり、

解凍後に急速に働き出し、ヒスタミンの生成が進むとの報告も

ある。 

58 

国内における 1998～2008年のヒスタミン食中毒事例の届出に
よると、国内のヒスタミン食中毒事例の調理方法では、焼き物

及び揚げ物の事例が多く、特に照焼や漬焼等の加熱前に調味液

への漬け置きの作業が行われた事例が全体の約 1/3を占めた。 

2 

(6)備考 ヒスタミン食中毒を防ぐための 3つのポイント 
・低温管理(施氷、水氷中に保管する)。 
・常温での解凍はしない。 
・常温や冷蔵の状態で加熱調理まで長時間放置しない。 

58 

(7)その他、リスク低
減例 

ヒスタミン生成の抑制策として、微生物の殺菌、酵素活性を抑制する方

法が研究されている。たとえば以下のような例がある。 

次亜塩素酸ナトリウムと界面活性剤はヒスタミン生成菌に対し

て高い抗菌力を示した。これらを食品機材等に用いることがヒ

スタミン産生菌に対して有効であると考えられる。 

72 
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項目   内容 参考 
文献 

ヒスチジン脱炭酸酵素の発現は酸性環境下で誘導されるため、

魚肉の pH をリン酸処理により上げて、ヒスタミンの濃度を低
下させる報告例がある。 

16 

発酵食品では、ヒスタミンを生成しない発酵スターターを利用

する方法が研究されている。 
魚醤油は、有用な発酵スターターを用いることで、ヒスタミン

の蓄積が阻害される。 

73 

味噌の発酵に、アミン分解活性能を有する乳酸菌のスターター

を用いることは、生体アミン量を減少させるのに有効である。 
74 
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